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平成 30 年 3 月 31 日現在 
第 1 章 教育研究に関する事項 

1.1 
博士課程 
目標 （1） 

平成 28 年のフィードバックを受け、新期学生の円滑な受
入れと、計画どおりの研究トレーニングの開始に万全を期
し、取組の更なる改善を図ります。 

 
 
 

 
 

 
A 

1.1 
博士課程 
取組 （1） 

（授業科目）  
1101 引き続き、新しく採用された教員が担当する授業を含
め、カリキュラムを拡充するとともに、必要に応じて教員資
格審査申請書を文部科学省に提出します。学内における新規
授業科目承認の仕組みを構築します。 
 
 
 
 
1102 引き続き、博士論文研究開始前のトレーニングやラ
ボ・ローテーション、個々の学生への指導教員（アカデミッ
ク・メンター）の配置等を含め、個々の学生のニーズに応じ
たプログラムを提供します。 
 
1103 引き続き、グループ活動やプレゼンテーションの技
術、研究倫理、キャリア開発、教育経験、招待学生による講
演事業等に重点を置いたトレーニング等を内容とする「プロ
フェッショナル・ディベロップメント科目」を提供します。 
 
 
 
 
1104 引き続き、卓越した外部試験官による口頭試験を基
本に博士論文研究の進捗状況の審査を実施します。 
 
 
1105 最終試験の実施、修了生への学位授与、学位記の最終
化を行い、卒業式の衣装や式典の調整をします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （授業科目）  
1101 教員数名の退職に伴い教育課程の再編成を経験
し、引き続き教員の新規採用を行いました。アフターケ
アの期間の 5 年が経過したため、新規採用した教員につ
いて文部科学省に教員審査の申請をする必要はなくな
りました。カリキュラム・審査委員会では、新規授業科
目を議題に含めて定期的に検討し、毎月その承認が行わ
れるようにしています。 
 
1102 平成 29 年 9 月に、世界各国から新入生 37 名が
入学しました。個々の学生へ指導教員（アカデミック・
メンター）を配置し、ラボ・ローテーションやコース・
ワークを開始しました。 
 
1103 プロフェッショナル・ディベロップメント科目」
を継続して実施し、専門的な科学技術習得の向上に努
めました。当該科目は主に 3 つの要素から構成されて
います。1）研究公正や倫理、サイエンス・コミュニケ
ーション、社会における科学の役割などの多岐にわた
る週次セミナー2）学際的なグループ・プロジェクト 3）
プレゼンテーション・スキルや指導力を磨く実践授業。 
 
1104 博士論文研究開始のための審査が定期的に継続
され、研究計画書の口頭試問が行われ、学内審査員と学
外審査員各 1 名により審査されました。 
 
1105 公開発表と口頭試問を学外審査員２名の前で行
うという学位論文審査の形式が構築されました。博士課
程に属していた学生 14 名が平成 29 年度に修了しまし
た。OIST 初の学位記授与式は、期待を上回る成功裏に
終わりました。当日は多くの招聘者と本学関係者の出席
を得られ、運営事務もスムーズに運びました。式典自体
も好ましい雰囲気の中で滞りなく進み、音楽の生演奏、
博士課程修了者とスピーカーの調和など、本学初となる
本式典の進行について、高い評価を得ることができまし
た。アカデミック・ドレスも、欧米の大学の伝統と沖縄
の文化の両方をデザインに取り入れることができ、地元

 
1101 

A 
 
 
 
 
 
 

1102 
A 
 
 
 

1103 
A 
 
 
 
 
 
 

1104 
A 
 
 

1105 
A+ 
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1106 引き続き、入学予定の学生（特に 3 月に日本の
大学を卒業する学生）に対し提供する、研究活動で必要
となる語学力等を習得する準備プログラムの充実を図
ります。 

コミュニティーとの関係強化に役立ちました。 
 
1106 博士課程を開始する前に、学生に「ギャップ・プ
ログラム」を提供し、英語とラボのスキルを向上させま
した。そのうち 2 名がアイルランドの University College 
Cork と Tyndall National Institute で、他の 4 名の学生は、
OIST のラボで行いました。 

 
 

1106 
A 

1.1 
博士課程 
取組 （1） 

（教育環境） 
1107 引き続き、学生の研修、単位互換、ティーチング・
アシスタント等の交流を目的に連携協定を締結する等、
他大学との協力関係を強化します。 
 
 
 
1108 履修状況、成績、単位等のデータを管理する学生
記録システムを運用し、引き続き拡充を図ります。 
 
 
1109 引き続き、実験授業、教材、講義室や指導室、AV
機器、コンピューター・ラボ等を管理するための仕組み
や、教員と事務部門との連絡窓口を強化します。 
 
 
 
1110 （数学、コンピューター・プログラミングのような）
確立したトピックにおける短期のコース及び客員研究者に
よる特別なコースを設けることによって博士課程学生が
必要とする研究技術を学ぶ機会を増加させます。 

 （教育環境） 
1107 他大学の学生をヴィジティング・リサーチ・ステ
ューデントや特別研究学生として指導し、KAIST、Tufts、
Cambridge、Aarhus、TUDresden などの大学に OIST 博士
課程の学生を数名派遣するなど、他大学との関係を構築
してきました。 
 
1108 引き続き学生記録システムの改善に取り組み、研
究科で使用するデータベースの実用性をあげることが
できました。 
 
1109 学生が毎学期履修登録する上で必要な時間割表
をより効率的に作成するために、時間割自動作成ソフト
ウェアが開発されました。また、教員説明会の内容を改
善し、特にメンターや新しい教員の教授義務や期待に対
する改善が行われました。 
 
1110 一連の短期集中講座であるスキルピル（Skill 
Pills）が、引き続きより多様かつ頻繁に開催され、教育
に大きく貢献しました。 

 
1107 

A 
 
 
 
 

1108 
A 
 
 

1109 
A 
 
 
 
 

1110 
A 

1.1 
博士課程 
取組 （1） 

（学生支援） 
1111 引き続き、日本における教育プログラム、研究のため
の使用可能な実験室や生活の情報を提供するため、入学後の
学生に対するオリエンテーション・プログラムを改良しま
す。  
 
1112 文化イベントの開催や日本国内の他大学に在籍
する学生との交流の機会を設けることにより、海外から
の学生による日本文化に対する理解を促進します。 
 
 
1113 引き続き、本学の博士課程に入学する学生に対
し、本学が優れた学生の獲得を巡って競合する世界水準
の大学と同程度の生活水準において、研究活動等に専念

・外部の奨学金等を獲
得した学生数の増加 

（学生支援） 
1111 博士課程の学生として、また、沖縄での新生活を始め
るための明確な情報提供に心掛け、入学後の学生に対するオ
リエンテーション・プログラムを改良しました。 
 
 
1112 引続き日本及び沖縄の文化を学ぶ機会を提供しまし
た。沖縄文化の理解を深めるための社会見学を実施しまし
た。また、沖縄県内の他大学と合同で、交流会や文化講演会
を開催しました。 
 
1113 年末調整、還付申告、滞在ビザの更新、出生届等の
申請手続きを学生に代わり適時行いました。また、奨学金申
請にかかる書類作成のサポートも引続き行いました。  

 
1111 

A 
 
 
 

1112 
A 
 
 
 

1113 
B 
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できるような環境を提供します。将来的な経済支援の調整
の基礎とするため、ベンチマークとなる他大学における国際
的な支援レベルの比較調査を委託します。 
 
 
 
1114 学生が巻き込まれた事故の発生や対応、結果等を
引き続き記録します。 
 
 
 
1115 引き続き、外部の奨学金等の情報を収集し、学生
に対し情報を提供するよう努めます。 
 
 
 
 
1116 引き続き、学生の卒業後のキャリア形成を支援するた
めの方策を実施します。これらの支援には、学内（短期コー
スや学部生向けのワークショップ）におけるティーチング・
アシスタントの機会の提供、シニア・リサーチ・アシスタン
ト制度の導入、国内外の大学・研究機関のリーダー層とのネ
ットワークの構築の促進、ポスドク等のポジションの就職情
報の積極的な提供、外部研究者の講演プログラムや個別の
キャリアアドバイス等が含まれる予定です。また、国内にお
ける就職活動のための指導や会社訪問のための経済支援を
提供します。 
 
1117 リソース・センターは、大学内及び沖縄での日常生活
を充実させるために、新しいウェブサイトを開設し、学生と
その家族に対し直接的な支援を向上させます。 
 
 
 
 
1118 バイリンガルな 1 名の常勤医師、3 名の看護師、1 名
の事務職員が働く常設のクリニックにおいて、学生及びそ
の家族の健康全般をサポートします。がんじゅうサービスに
おいても 2 名の国際経験豊富な心理学者と 1 名の日本人
カウンセラーを置き、メンタルヘルス・サポートを継続して
実施しています。加えて、様々なセミナーを企画・開催します。
クリニックとがんじゅう・サービスは、学生及びその家族へ

将来的な経済的支援の調整の基礎とするため、ベンチマーク
となる他大学における国際的な支援レベルの比較調査のプ
ロジェクトを開始しました。ただし、産前産後休暇・育児休
業でスタッフ2名が休職に入り、マンパワー不足により当初
予定のスケジュールから遅れています。 
 
1114 緊急時に少しでも迅速な対応ができるよう、OISTキ
ャンパス・セキュリティ窓口、保健センター及びがんじゅう
センターと緊密に連携を取り、新しいHEART-HCMにより
当該情報を管理しました。 
 
1115 学生が申請可能な奨学金や、フェローシップの情報
を引き続き提供しました。また奨学金申請に関するセミナ
ーを開催し、必要に応じて申請手続きをサポートました。5
名の学生が JSPSフェローシップを獲得しました
（DC1&DC2）。 
 
1116 キャリア形成の支援の一環として企業のリーダ
ーによるセッションを設けるとともに、就職活動一連の
流れを紹介しました。またポスドク等のポジションの就
職情報を積極的に提供しました。国内における就職活動
のための指導や会社訪問のための経済支援も提供し始
めました。年度中スタッフ退職に伴うチーム再編があ
り、学生が大学や研究機関のリーダーとネットワークを
構築するための機会は、十分に提供することができませ
んでした。 
 
 
1117 研究者（56%）、学生（18%）、家族（10%）、事務
職員（7%）、ファカルティ（4％）、その他（4%）が利
用しており、月に約 600 件の問い合わせに対応しまし
た。ウェブサイトを常に更新し、日常生活に関連する情
報や事務手続きを、より見やすく体系的にまとめまし
た。 
 
1118-a 引き続き、がんじゅうサービスにおいて、安全
かつ効果的で、科学的根拠に基づいた心理療法・カウン
セリングサービスを OIST コミュニティに対し日英両言
語で提供しました。必要に応じて、学内外のサービスを
OIST コミュニティのメンバーが享受できるよう支援を
行いました。ワークショップや交流活動、コミュニテ
ィ・イベント、ウォーキング、オープンハウス等、さま

 
 
 
 
 
 

1114 
A 
 
 
 

1115 
A 
 
 
 
 

1116 
B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1117 
A 
 
 
 
 
 

1118-a 
A 
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のサービスを一緒になって継続していきます。 ざまなプログラムを実施しました。がんじゅうライブラ
リー及びバイオフィードバック療法は高い利用率を維
持しています。 
OIST コンサルタントと協働で、互いに尊重しあう職場
環境の実現に関するワークショップを新入生向けに実
施しました。平成 29 年のストレス診断の開始に伴い、
日英両言語で情報説明会を実施し、ヘルスセンターに対
する支援を提供しました。ストレス診断の結果が高スト
レス、および面接指導を必要とする者に対し、アドバイ
スとコンサルテーションサービスを提供しました。学生
の自発的な健康イニシアチブに対する支援を提供しま
した。研究科長、教員担当学監、ヘルスセンター等との
定例会議を開催し、健康問題に関する問題や方針につい
て検討を行いました。 
がんじゅうサービス開設 3 年目を迎え、OIST コミュニ
ティに対するオンラインアンケート調査を実施しまし
た。日本人、外国人スタッフ、学生を含む計 198 名の幅
広い構成員から回答を得ました。回答者からは、サービ
スに対する高い満足度が報告されており、がんじゅうサ
ービスが OIST コミュニティの健康促進に寄与する貴重
なサービスを提供していることが裏付けられています。 
 
118-b 保健センターの役割の見直しを行い、法令によ
って定められた労働衛生業務に注力することにしまし
た。保健センターを運営する経験豊富なマネージャーを
採用し、常勤の産業医の退職に伴い、支援の再開のため、
産業医の採用活動を継続しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1118-b 
B 
 

1.1 
博士課程 
目標 （2） 

引き続き、科学技術分野における世界最優秀の学生を選
抜し、本学の博士課程に受け入れます。学生の少なくと
も半数は外国人とします。 

   
 

1.1 
博士課程 
取組 （2） 

1119 これまでの学生募集・選抜の状況について適切な
検証を行い、その結果を最近の取組に反映させ、計画的
かつ効果的な募集・選抜を実施します。また、OIST の特
色ある教育プログラムを国内外に向けて効果的にアピール
します。 
 
 
 
1120 平成 29 年 9 月に本学の博士課程（科学技術専
攻、科学技術研究科）に入学を予定する次期学生として、
科学技術分野における世界最優秀の学生の獲得を目指
し、以下のとおり、国際的な募集・獲得活動を引き続き

・成績優秀な学生の博
士課程への応募者数
（日本人及び外国人）  
 
・合格者数（日本人及
び外国人）  
 
・入学者の水準（出身
大学等） 
 
・外部の奨学金等を獲
得した学生数の増加 

1119 29 年度はリクルーティング・イベントなどを通
して OIST の特色ある教育プログラムを国内外に向けて効
果的にアピールしました。また、これまでの学生募集・
選抜の状況について、データの収集を始めました。30
年度に検証を行う予定です。 
 
添付資料 1. 1-1 学生に関する情報 
 
1120 世界最優秀の学生の獲得を目指し、国際的な募
集・獲得活動を引き続き展開しました。10 月にカリフ
ォルニア大学を数校まわり大学院フェアに参加するな
どの獲得活動を行いました。 

1119 
A 
 
 
 
 
 
 

1120 
A 
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展開します。  
-  入学定員： 約 40 名 
-  主な募集活動：  
 1121 募集ツールとして、引き続き、研究科のウェ

ブサイトを整備します。更に、正確で分かりやすい
学生募集パンフレットを発行します。 
 
 

 1122 国内の主要都市で OIST カフェを開催し、本
学の募集情報や英語講習を提供します。 
 
 
 
 
 
 

 1123 日本の学部生を対象とした英語でのサイエン
ス・コンテストを開催し、勝者には本学による最先
端の研究を体験してもらうワークショップへの参
加の機会を提供します。 

 
 
 
 1124 科学や海洋科学などの分野からの募集のため

に、ターゲットを絞ったパンフレットを発行しま
す。 

 
※本学の教育環境の特色を学生に紹介する取組におい
て、引き続き特に日本人学生に留意して募集活動を行い
ます。いくつかの国内大学における説明会や、平成 28 
年度に実施した OIST 体験ワークショップのようなイ
ベントを開催するなど、ターゲットを絞った取組を通
し、日本人学生の参加の機会を増やすよう努めます。 

 
・卒業生の就職状況 

 
 
 
1121 プログラムと OIST の要約を載せたトライフォー
ルドを制作し獲得活動に使用しました。研究科のウェブ
サイトは、更なる発展のため、30 年度も引き続き開発
をすすめます。 
 
1122 神戸と札幌で OIST カフェを開催しました。少数
の学生の積極的な参加を得て、インタラクティブな
OIST カフェにすることができました。その他、当該機
会を利用して、OIST カフェ前日に北海道大学の新渡戸
カレッジにおいて特別リサーチ・インターンのセッショ
ンを開催し、13 人～15 人の新渡戸カレッジ生が参加し
ました。 
 
1123 日本の学部生を対象とした英語でのサイエン
ス・コンテストを開催しました。23 人の日本人学生と 7
人の留学生が参加し充実したプログラムを提供しまし
た。本年度に予定していた CEDA（旧ワークショップ、
インターナショナル・コラボレイティブ・ワークショッ
プの新しい名称）は、30 年度の開催となりました。 
 
1124 特定分野の募集パンフレットは作成しませんで
したが、日本人参加の機会を増やすスキル・ピルズ・プ
ラスを複数回実施し、充実したプログラムを提供しまし
た。最初のスキル・ピルズ・プラスからはナノ・テクノ
ロジーに興味のある日本人学生 7 名が、その後の本学イ
ベントにも参加してくれました。当該イベントをシリー
ズ化することでパンフレットを上回る効果を実現でき
ると考えており、30 年度も引き続きスキル・ピルズ・
プラスを実施する予定です。 

 
 
 

1121 
A 
 
 
 

1122 
A+ 

 
 
 
 
 
 

1123 
A 
 
 
 
 
 

1124 
A 
 

1.2  
研究活動に関
する事項 
目標 

引き続き、世界最高水準の学際的な研究を推進します。
基礎研究を通じて、新たな知見を追求することに尽力し
ます。また、様々な国や地域から集まった学生に対し教
育訓練を実施します。相互の連携を促す環境の整備、最
先端の設備・機器の提供、並びに定期的に実施される厳
格な研究評価制度等により、優秀な教員や学生、研究員
を奨励し、高いモチベーションを維持するよう支援しま
す。  
社会のニーズに応え、それに相応しい取組を展開するよ

   
 

A 
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う努めます。基礎研究から生まれる発見こそが最も大き
な貢献に繋がると確信しています。政府による「経済財
政運営と改革の基本方針」に基づき、知的・産業クラス
ター形成の推進に関連した研究等を通じて、ニーズに見
合った科学技術の応用を推進していきます。 

1.2  
研究活動に関
する事項 
取組 

（学際的研究の促進）  
1201 学際的研究の成否は、教員が率いる研究ユニットの研
究力に左右されます。競争力のあるユニットを確立するた
め、引き続き優秀な人材を教員として採用していきます。
研究支援ディビジョンの積極的な強化を図り、共用・共通機
器及びサービス支援を本学の研究員や学生に提供していき
ます。瀬良垣の OIST 海洋科学ステーションの完成と第３
研究棟内の海洋科学のための研究スペースによって、海洋
科学研究における国際的な連携のための基盤が出来上がっ
ています。新しい教員、沖縄海洋科学センターのディレクタ
ー・スタッフと合わせて、海洋科学における研究拠点の形成
に向けた取組みを継続します。7 月には、沖縄海洋科学セン
ターの国際諮問委員会と共に、整備計画について議論を行い
ます。これにより、沖縄の自立的発展に更に貢献して参りま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1202 研究棟のデザインや博士課程新期生による専門外の
ラボ・ローテーション、社会活動により分野をまたぐ共同プ
ロジェクトを促進します。 

 （学際的研究の促進） 
1201 本学は継続的に、ユニットの機能を発展させ、学
際的研究のイニシアティブを促進する努力をしてきま
した。2017 年 10 月に Perspective Council（国際的に著名
な科学者 6 名から構成される委員会）が本学で会合を行
い、教員拡大の戦略について議論し、本学への助言を行
いました。その助言の中で、科学について教員同士が非
公式に意見交換を行う機会が少ないという指摘があり
ました。これに伴い、今年度末から「教員ランチ」を企
画・開催し、教員同士の科学に関するコミュニケーショ
ンを促進する機会を設け解決策の一つとしました。 
研究支援ディビジョンでは、4 名のセクション・リー

ダーを採用しました。また、各セクションのユーザーグ
ループにて決定した優先順位に基づく機器の購入を行
いました。共用・共通機器として、次世代 DNA シーケ
ンサーや超高解像走査型電子顕微鏡などを購入しまし
た。また、研究機器の有効活用を促進するために、学内
での機器のリサイクルの仕組みを構築しました。 
7 月には、海洋科学の国際諮問委員会のメンバーを招き
OIST マリン・サイエンス・ステーションにおける研究
支援の強化等について議論を行いました。3 名の新しい
職員の採用による沖縄海洋科学支援セクションの強化
について評価を得た他、教員の採用についても引き続き
協力を得られることとなり、30 年度も採用活動を継続
します。11 月には、同セクションが OIST マリン・サイ
エンス・ステーションに初めて外部施設利用者の受入れ
を行いました。 
 
1202 引き続き、分野をまたぐ共同プロジェクトの促
進につながる研究環境が提供されました。平成 29 年
度、本学の複数研究ユニットによる共同出版数は 24
件で、そのうち複数教員によるものは 9 件でした。 

 
1201 

B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1202 
A 

1.2  
研究活動に関
する事項 
取組 

（研究活動の支援） 
1203 研究支援ディビジョンにおいては、機器分析、外部
研究資金セクション・リーダーを配置し、更に、2 つのセ
クション（イメージング、海洋科学支援）のリーダーを採
用します。研究支援ディビジョンの各セクションは、引き

 （研究活動の支援） 
1203 機器分析、外部研究資金、海洋科学支援のセクシ
ョン・リーダーが着任しました。また、30 年 5 月から
イメージングセクションのセクション・リーダーが着任
します。研究支援ディビジョンの 8 名のアシスタントマ

 
1203 

A 
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続き優秀な人員の採用に努め、スタッフのトレーニングを
強化します。少なくとも 2 つ以上のセクションが外部の有
識者によるピアレビューを受け、サービスレベルと技術の
強化を図ります。各セクションは、コア技術、研究支援サ
ービスに関するユーザーグループ会合を開催し、共有リソ
ースの効率的な利用を促進します。 

 
1204 実験動物セクションは新規スタッフの採用並びに
現有スタッフのキャリア・デベロップメントを通して、研
究支援体制の強化と発展に努めます。また、リーダーの後継
者育成プランを開始します。 
 
1205 DNA シーケンシングセクションは引き続き下記の
研究支援業務を遂行します：（1）サンプル調整と超高
速 DNA 解読装置の運用、（2）既存のサンプル調整法の改
良ならびに新規手法の開発、（3）ウェブサイトをとおした
支援業務リストやリクエスト状況など情報提供を拡充しま
す。 
 
 
1206 エンジニアリングサポートビルの運用に伴い、高
度で幅広い技術サポートを行います。学生及び研究者に対
する機器の使用トレーニング内容を充実させ、安全を徹底
させます。 
 
 
1207 科学計算及びデータ解析セクション（SCDA）は、研
究環境におけるハイパフォーマンスコンピューティング
（HPC）の効果的な利用を促進し、科学計算とデータ分析の
研究プロジェクトを大学院の中央 IT インフラと統合しま
す。SCDA はまた、OIST の研究が高性能計算機と科学計算
ツールを最大限に活用するための教育とトレーニングを引
き続き提供します。 
ピアレビュー：SCC（科学計算委員会）と HPC ユーザーと
のピアレビューのレポートを討論し、ピアレビューに対処
するアクションプランを提案します。 
データアーカイブ：（1）公開された論文に関連する研究デー
タと（2）ユニット閉鎖またはセクションからのデータの
アーカイブのためのソリューションを提供及び実装しま
す。 
 
 

ネージャーが OIST 管理者トレーニングを受講しまし
た。DNA シーケンシングセクションと沖縄海洋科学支
援セクションがユーザー調査を含め、外部の有識者によ
るピアレビューを受けました。ユーザーグループは、各
セクションのサービスおよび共通機器の購入にかかる
検討に参加しました。 
 
1204 実験動物セクションは獣医師を 1 名採用しまし
た。引き続き、欠員となっている、健康な動物を提供す
るための飼育管理者（遺伝子組換え動物の繁殖管理）を
1 名募集しています。 
 
1205 DNA シーケンシング・セクションはシングルセ
ルでの発現解析を行うための機器の導入および解析手
法の確立を行いました。また、ウェブサイトの刷新を行
い、リクエストの進捗および混雑状況の情報提供を開始
しました。また、同セクションは、国際的なピアレビュ
ーを受け、提供しているサービスについて良好な評価を
得ました。 
 
1206 メカニカル・エンジニアリング＆マイクロファブ
リケーション・サポートセクションは、エンジニアリン
グサポートビルに新規に CNC 加工機を導入し、高度な
研究サポートを開始しました。また、各機械の安全担当
者を決め、機械使用安全ルールを確立しました。 
 
1207 科学計算及びデータ解析セクション（SCDA）は、SCC
（科学計算委員会）と HPC ユーザーとのピアレビュー
のレポートを討論し、ピアレビューに対処するアクショ
ンプランを提案しました。また、人員､研究支援サービ
ス、科学計算リソース（計算、ストレージ）の拡大につ
いての計画を策定しました。新しい HPC エンジニアの
メンバーを募集し、2 人目のメンバーを採用に向けて取
り込んでいます。 
SCDA は、高性能並列と深層学習（人工知能）の計算の
ための専用 GPU システムを予定を早めて導入しまし
た。 
また、データアーカイブ（OIST 公開論文に関連する電
子データのアーカイブ）手順を作成し、OIST アーカイ
ブのキックオフミーティングを教員、研究員、研究支援
Div.などを開催しました。 
 

 
 
 
 
 
 
 

1204 
B 
 
 
 

1205 
A+ 

 
 
 
 
 
 

1206 
A 
 
 
 
 

1207 
A+ 
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1208 安全教育を向上させるため、教室形式、オンライン形
式に実地教育訓練を加えた安全教育訓練システムを確立し
ます。また、法令順守を強化するシステムも併せて確立しま
す。海洋研究活動を含む野外活動における安全を確保するた
め、野外活動安全委員会を立ち上げ、潜水安全主任者を採
用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1209 研究施設のウェブサイトによる公示及び学外利用。作
業部会を組織し、研究機器データベースの整ったソフトウ
ェア構造と運営組織を備える真の業務システムに移行し
ます。また、研究支援ディビジョンとその各セクションのウ
ェブサイトを引き続き整備し、それぞれの活動や他の研究
教育機関との協働体制、OIST の R&D クラスターなどの情
報を内外の利用者に提供します。 
 
1210 研究データ保存に関するガイドラインが策定されま
した。今後は、すべての研究者や学生が同ガイドラインに
沿って試薬やデータを保存・公開するよう同ガイドライン
の周知徹底を図ります。また、責任ある研究行為の醸成が
促されるようすべての研究者と学生に研究倫理教育の受講
を徹底します。 
 
 
 
 
 
 

1208 教室／オンライン教育訓練に加えて、化学安全、
バイオセーフティ、レーザー安全及び放射線安全につい
て実地教育訓練を開始しました。また、全教職員に受講
義務がある新たな安全教育「安全衛生の基本」を開始し
ました。安全教育の受講履歴がリアルタイムで本人及び
その上長が確認できるようオンライン学習管理システ
ムの改良を行いました。労働安全衛生法に規定する事項
の総点検を実施し、必要な資格や訓練の確認を行いまし
た。また、同法の法定要求項目の順守事項を更新及び確
認できるシステムを整備しました。さらに、個人防護具
査察の導入や安全衛生委員会委員による巡視の強化を
行いました。学外の専門家を招聘し、野外活動安全委員
会を設立し、野外活動計画の入念な審査と安全監視体制
を整備しました。臨時のダイビング安全主任者を採用
し、ダイビングに関するスキルチェック、潜水計画の二
重審査、潜水器・潜水記録の査察などダイビングを伴う
野外活動の安全強化を図りました。11 月を安全強化月
間として設定し、追悼講演、安全衛生に関するアップデ
ートセッション、特別安全講演、安全スローガン安全衛
生に関する職長教育、安全衛生ポスター掲示、ヒヤリハ
ットポスター掲示、個人防護具査察等を実施しました。 
 
1209 研究機器データベースの次世代移行について、作
業部会で仕様の検討を進めました。 
ウェブサイトに OIST の主要な共通研究機器を紹介する
ギャラリーを整備しました。また、研究支援の各セクシ
ョンのウェブサイトの体系化を一部進めました。 
 
 
 
1210 研究データ保存等に関するガイドラインの説明
会を開催し、同ガイドラインの周知徹底と実践並びに研
究倫理の重要性の啓発を行いました。新たに開始した安
全教育「安全衛生の基本」に研究倫理の項目を追加し、
入校時に全員が確実に研究倫理概論を受講できる体制
を整備しました。学外の研究倫理教材も受講できるよう
JST 及び JSPS の研究倫理教育に関する団体登録の手続
きを完了しました。本人と上長が研究倫理教育の受講を
確認できるよう、オンライン学習管理システムの改良を
行いました。また、未受講の場合は、担当者が直接及び
間接的に受講を促し、研究倫理教育の徹底を図りまし
た。情報発信については、更なる効率化を検討します。 

1208 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1209 
B 
 
 
 
 
 
 

1210 
B 
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1211 新しい外部研究資金セクションのリーダーの着任に
伴い、教員、研究者、学生に対して、外部研究資金への応
募を促し、その支援を強化します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
1212 新規の大型の共同研究型グラントへの応募、施設の
外部利用、透明性のある予算配分、安全面の改善案の運用
開始等の重要プロジェクトの支援をできるようにするた
め、研究担当ディーンオフィスの組織体制を見直します。 

 
1211 新しい外部研究資金セクションのリーダーのイニ
シアチブにより、種々の公募情報を応募予定者に対し
web、メール等で配信するとともに、セミナー等のイベ
ントを企画し、応募対策の機会を提供しました。主要な
資金提供機関で開催される公募説明会や、担当課の訪問
等を通じて、公募の事前情報を入手し、募集要項の理解
を深める等支援体制を整えました。学内では特に教員担
当学監オフィスとの情報共有に力を入れ、教員、研究者、
学生に対して、円滑な支援が提供できるよう心がけまし
た。 
 
1212 各種の課題や新しい業務の「企画・遂行」を担う
プロジェクトチームを立ち上げました。この取組みによ
り、新規スタートアップ・ユニットへの予算配分に関す
る規程を策定しました。施設の外部利用については沖縄
海洋科学支援セクションでのテストケース１件を実施
しました。また、事務職員のトレーニングやキャリア・
デベロップメントの優先順位について把握をするため、
研究支援ディビジョン事務職員サーベイを実施しまし
た。 
安全に関する改善にも取り組み、緊急対応コーディネー
ターが 2 月に着任し、安全衛生セクションや施設管理セ
クションと共同で緊急対応の改善および事業継続計画
の策定に着手しました。フィールドワークの安全教育を
強化する為に鈴木祥平研究安全基金を設置しました。 
12 月には IST オーストリアとイスラエルのワイツマン
研究所と研究支援施設やリーダーシップ、事務管理の比
較を行うワークショップを開催しました。 
 
イメージング・セクションは、兼務であったセクショ
ン・リーダーに電子顕微鏡の専門家が採用内定しまし
た。また、物理および材料科学の専門家を電子顕微鏡ス
ペシャリストとして採用し、環境制御型電顕の支援体制
を構築した。光学顕微鏡についてもスペシャリスト 2
名を追加採用し、体制を強化しました。 
日本医療研究開発機構（AMED）の創薬等ライフサイエ
ンス研究支援基盤事業（BINDS）に、クライオ電子顕微
鏡による構造解析支援担当として採択されました。同グ
ラントにより機器の購入や人員の採用を行い、クライオ
電子顕微鏡の支援体制が大幅に向上しました。 
科研費による先端バイオイメージング支援プラットフ

 
1211 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1212 
A 
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ォーム（ABiS）のメンバーとして国内外の大学との連
携に貢献しました。 
 
機器分析セクションは、新しいセクション・リーダーの
下、定期的なトレーニングコース・技術セミナー・ユー
ザーズ・ミーティングの開催等、全学的な機器分析サポ
ートの拡充を行いました。また、測定サービス・リクエ
ストや装置トラブル・シューティング・リクエストのオ
ンライン化により、迅速化とリクエスト傾向の統計を取
ることが可能となり、より一層ユーサーのニーズをとら
えることできるようになりました。 
 
瀬良垣漁港内にある OIST マリン・サイエンス・ステー
ションで 6 つの研究ユニットが研究を開始しました。 
沖縄マリンサポートセクションは、瀬良垣区および谷茶
区の住民をステーションに招待し、見学会を実施しまし
た。また、10 月には第 2 回目となる、おきなわマリン・
サイエンス・ワークショップをメインキャンパスで開催
しました。 
 

1.2  
研究活動に関
する事項 
取組 

（研究内容・成果の発信・公表） 
1213 引き続き、厳格な研究評価の実施等を通じて、最
も質の高い研究を掲載する国際的な学術誌への論文投
稿や国際学会への参加を奨励します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1214 引き続き、研究内容や研究成果について、ウェブ
サイトにおける発表、記者公表、記者会見、記者懇談会、
OIST 便り（電子版メールニュースレター）、パンフレ
ット、テレビ番組や 新聞・雑誌・ウェブ記事、OIST ソ
ーシャル・メディア等を活用して、国内外への分かりや
すい情報発信に努めます。 
 本学ウェブサイトのレスポンシブ・デザインは平

成 27 年に OIST ホームページ及び各グループサイト
の作業が完了し、モバイル端末ユーザーに向けた利便性

・研究者の数（教員、
ポスドク、技術者及び
学生） 
 
・研究成果の発表論文
数 
 
・複数教員による共同
出版数 
 
・研究成果についての
記者公表及び記者会
見数 
 
・研究に関する受賞数 
 
・研究助成金の獲得数
と金額 
 
・OIST 研究施設の外部
利用者数、他 

（研究内容・成果の発信・公表） 
1213 本学は継続的に、各分野において影響力のある学
術誌に、数多くの興味深い論文（FY2017 は 250 件以上）
を、発表しています。引用数が多いという意味では、本
学の論文の多くは影響力が大きいと言えます。研究審査
の結果は概ねポジティブで、本学研究員の論文は高い評
価を受けています。最近発表された Nature 誌の指標に
よれば、大学の規模による調整なしでも、日本国内にお
いて本学のランキングが上昇したことが掲載されてい
ます。 
 
添付資料 1. 2-1 平成 29 年度 OIST 論文・発表数 
 
1214 
- 平成 29 年度は、OIST 研究成果に関する国内外への情
報発信の一環として、日英両言語で 53 のウェブ記事を
本学ウェブサイトに掲載、19 件のプレスリリースを発
表、そして 8 つの記者会見および記者懇談会を東京と沖
縄において開催するとともに、沖縄県出身の OIST 研究
者によるサイエンストーク（対象：高校生以上）を那覇
市内で 6 回実施しました。また、在京の科学論説委員、
在那覇の報道機関の論説委員・支局長クラスを OIST に

 
1213 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1214 
A 
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が飛躍的に向上しました。平成 28 年は移行によって
生じたコンテンツの調整やグループサイト権限者へ
のトレーニングが定期的に行われましたが、平
成 29 年度においてはこれを継続し、本学のウェブサイ
トを最大限活用することで、引き続きコンテンツの大
部分を日英両言語で提供するよう努めます。 

 県内外の報道機関による一層の取材の機会、記者懇談
会、及び記者会見等の場を設ける一方で、平成 28 年
度に着手した新聞・雑誌・ウェブ・テレビ番組の企画・
実現など、積極的なメディア戦略を継続して実施しま
す。 

 本学の研究内容や研究成果を、地元・国内・海外メディアに
対して Alpha Galileo や Eureka! Alert 等のニュース
配信プラットフォーム及び国内の記者クラブを介し
て引き続き発信します。 

 国内外の科学広報（サイエンスコミュニケーション）
及びメディアにおける本学の存在感を高めるため、平
成 29 年度も引き続きジャーナリストや他大学の科学
広報担当者と協力してグローバルなネットワークを
維持します。 

 拡大しているソーシャル・メディアをコミュニケーショ
ンの場として活用します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

招いた記者懇談会（見学ツアー）を、開催のタイミング
と内容を戦略的に企画、計 2 回（2017 年 6 月と 2018 年
1 月）開催し、OIST の教育・研究活動について関心を
高めてもらうとともに、OIST 研究者や学長をはじめと
する OIST 幹部と、影響力をもつこれらのシニアなジャ
ーナリストたちの関係構築を図ったことで、実際の報道
につながりました。このように積極的なメディア戦略に
基づく報道機関への情報発信および彼らによる OIST 訪
問などを通じて、OIST に関する報道は著しく増加しま
した。ターゲットとなる報道機関は国内外におよび、在
京の海外特派員を含めた海外メディア、国内および地元
沖縄の新聞社・テレビ局・テレビ制作会社・雑誌社など、
多岐にわたります。 
- また、平成 29 年度は OIST にとって地元メディアの注
目度としては過去最大となる危機管理広報案件があり
ました。学長の指示の下、広報担当副学長を中心に他部
署と協力して地元報道機関からの問い合わせに迅速か
つ丁寧に対応した結果、報道は一時的かつ地元に限定さ
れたものでした。また、更なる追及に備えて関係部署と
協力して本事案に係るその後の OIST の対応をウェブサ
イト上で公開しておいた結果、実際に地元紙から問い合
わせがきた際には即座に同対応を紹介することができ
ました。 
- 2017 年度、デジタル・サービス・セクションは OIST
の公式 Web サイトは内部およびインフラストラクチャ
を大幅に変更しました。一般公開されている Web サイ
ト www.oist.jp および groups.oist.jp をクラウド・ホステ
ィングに移行し、全体の信頼性を向上させ、海外からの
アクセス速度を向上させました。また、大学のコンテン
ツ制作者がウェブサイトを高品質のコンテンツで頻繁
に更新できるようにするために編集機能を向上させ、毎
週開催されるエディタ・サポートセッションとオンライ
ン・マニュアルによってユーザーサポートを改善しまし
た。 
- OIST の研究内容や研究成果を、AlphaGalileo や 
EurekaAlert! といったニュース配信サイトに掲載する
とともに、国内の記者クラブを通じて配信し、その結果、
国内外のメディア（新聞・テレビ・ラジオ・ウェブ）に
よる数多くの報道につながりました。 
-  メディア向けのタイムリーな情報発信や、メディア
セクションリーダーの科学技術広報研究会（JACST）に
おける活動を通じて、国内外のジャーナリストや機関広
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1215 他機関との会議をより多く持てるよう、職員、教員
及び学生に対して充実した技術支援を提供します。 

報担当者との関係強化に成功し、OIST の知名度向上に
つながりました。 
- 平成 29 年度は、メディア・セクションによる 2 つの
広報資料が作成されました。1 つは学長室の依頼による
イノベーション・リーフレット（日英）で、もう 1 つは
1年間におよぶ作業を要した新しいVIP用パンフレット
です。この他、毎月の電子版ニュースレターを発行しま
した。これら全ての研究成果および OIST の教育研究活
動については、OIST ウェブサイトのみでなく、ソーシ
ャルメディアも活用して国内外への情報発信に努めま
した。 
 
1215 テレビ会議予約システムを利用するユーザーに
対し 117 回にわたって技術支援を提供しました。他にも
電子メールでの質疑応答にも対応しました。OIST にお
けるテレビ会議システムの利用頻度は前年比 2%増加
し、なかでも CMR を利用した会議は前年より 66%増加
しました。WebEX 利用者に対しアンケートを実施し、
より使いやすいテレビ会議システムを選考するための
ワーキング・グループを設置しました。その結果 Zoom
と Skype for Business が後継システムとして提案され、
既存システムとの統合作業を進めた結果、2 月に開催さ
れた BOG と BOC における外部委員の参加はこれまで
よりさらにスムーズになりました。 
 第 4 研究棟における会議システムやプロジェクター
などの導入を円滑に進めるための技術仕様の策定作業
を施設管理セクション及び IT ディビジョンと協力しつ
つ進めました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1215 
A 

1.3  
教員関係 
目標 

日本及び海外の科学者の採用活動を継続します。優れた学際
的な研究実績を持つ上級レベルの研究者と、専門分野で優れ
た研究実績を持ち、創造性のある研究を行う若手研究者の両
方を採用することで、学際的研究と世界における OIST の
存在感を高めていきます。 

   
 

A 

1.3  
教員関係 
取組 

（教員の採用） 
1301  OIST 教員によって最近作成された計画に沿って、
2023 年に 100 の研究ユニットを目指す「枠組み文書Ⅱ」の
年間採用予定に記された新教員の採用を継続します。特
に 2017 年には、研究ユニットを 65 まで増やすため、化学、
生命科学、物理学、海洋科学の分野で卓越した教員の採用
を目指すこととなります。また、著名な国際会議を OIST に
誘致し、参加者の OIST 認知度を向上させるとともに、教

 （教員の採用） 
1301 現在 OIST の教員数は 60 名です。第 4 研究棟の
建設が遅れているため、最近採用された教員は本学への
着任を延期しており、第 4 研究棟完成後に本学へ着任予
定です。新規採用された教員は、新研究棟の各ラボの詳
細プラン作成にも参加しています。平成 29 年度の教員
採用活動もまだ継続中で、平成 30 年度 5 月までに、新
たに教員 6 名の採用が確定する予定です。今後も海洋科

 
1301 

A 
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員獲得の一助となることを目指します。 学の分野で世界的に著名な教員採用活動を促進し、海洋
科学及び環境科学の両分野で本学の存在をアピールし
ていきます。今年度開催された Perspective Council の会
議では、数学分野の教員を増加すること、さらに現在の
教員構成を拡大することが推奨されました。 

1.3  
教員関係 
取組 

（教員・研究評価の実施） 
1302 新しいテニュア審査の方法を導入し、テニュア・ト
ラックのスケジュールに柔軟性を持たせ、
Assistant Professor が助言やアドバイスを受けられる体制
を作ります。この新しいガイドラインは、平成 29 年度中に
策定を完了し、実施される予定です。 
 
 
 
 
 
 
1303 引き続き、研究ユニットの評価については、世界の
著名な科学者等からなる外部の評価委員会が、世界的に最
も高いレベルの基準に基づいて評価を行います。委員会は、
研究の成果、独自性、今後の可能性やその他の要素につい
て、公平性と透明性の確保を重視した基準により、厳格な
評価を実施し、研究ユニットの継続の判断等に活用します。
平成 29 年度に評価を予定している研究ユニットは、最
大 4 ユニットです。 
 
 
 
 
 
 
 
1304 引き続き、テニュア評価については、世界の著名な
科学者等からなる外部の評価委員会が、世界的に最も高い
レベルの基準に基づいて評価を行います。評価の結果は教
員の昇進を判断する材料としても使われます。平成 29 年度
に評価を予定している Assistant Professor は最大 5 名で
す。 
 
 
 
 

・研究評価を実施した
研究ユニット数 

（研究評価の実施） 
1302 今年度末、本学の基本方針・ルール・手続きライ
ブラリに、新しいテニュアシステムのルールが追加さ
れ、2 つのテニュアシステムで審査が行われることにな
りました。現在、教員 7 名のテニュア審査が進行中で、
7 名とも旧テニュアシステムで審査が行われています。
このうち 4 名はポジティブな結果が出ていますが、残り
の 3 名については、最終承認待ちの状態です。新規教員
については、既にメンターが配置されました。新規教員
の雇用から 3 年目に行われるテニュア審査への準備状
況を把握するための準備が始まりました。 
 
1303 学外審査員による研究ユニット審査の結果、本学
の研究が世界クラスであると評価されました。平成 29
年度は 3 つのユニットが研究ユニット審査を受けまし
た。1 つ目のユニットは「世界トップレベル」、2 つ目の
は「ネガティブ」、3 つ目は「世界レベル」という評価
を受けました。2 つ目のユニットが「ネガティブ」の評
価を受けたのは、研究内容が変更になったからです。当
該ユニットは、本学の TDIC（技術開発イノベーション
センター）が実施した商業化審査にいて、商業化につい
ては「卓越している」という評価を受けたものの、基礎
研究の方は「競争力が低い」という評価を受けました。
この結果を受けて当該ユニットは規模縮小を行い、成功
率の高いプロジェクトへ集中することに方針を切り替
えました。 
 
1304 教員 7 名のテニュア審査が開始されました。うち
4 名はテニュア審査が完了し、理事会の承認を受けまし
た。残り 3 名のテニュア審査は現在も進行中です。平成
30 年 3 月末に、テニュア付き准教授の昇進審査が開始
されました。テニュア審査の評価委員会は、OIST 教員
3 名と学外の専門家を 1 名で構成され、OIST 教員が委
員長を務めました。評価委員会が作成した報告書は、教
員担当学監、学長へと提出され、平成 29 年 5 月の理事
会へと送られました。平成 29 年度には、新しいテニュ
アシステム導入のため基本方針を策定しました。 

 
1302 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1303 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1304 
A 
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1305 引き続き、評価結果については、研究事業に投じら
れた公費について国民に対する説明責任を果たす観点か
ら、その概要をできるだけ速やかに公表します。 

 
1305 来年度（平成 30 年 4 月 1 日）より、テニュア審
査に合格した教員 4 名がテニュア付き教員になります。
研究ユニット審査については、評価結果を反映して、1
ユニットは規模縮小となり、世界トップレベルと評価さ
れた 1 ユニットは来年度よりわずかですが規模を拡大
する予定です。 
 
添付資料 1. 2-2 平成 29 年度研究に関する受賞実績 
添付資料 1. 2-3 平成 29 年度アウトリーチ活動実績 

 
1305 

A 

1.3  
教員関係 
取組 

（研究成果レポート） 
1306 引き続き、研究成果については、研究事業に投じら
れた公費について国民に対する説明責任を果たす観点か
ら、その概要をできるだけ速やかに公表します。平成 29
年度、OIST は Jairo クラウドという機関レポジトリ
で OIST の研究成果のオープンアクセス（インターネット
上で研究成果である学術文献に誰もが無料でアクセスでき
るようにする）を実現します（IP 保護ポリシー適用）。 

 （研究成果レポート） 
1306 日本国内大学で初めてオープンアクセス方針を
策定すると同時に機関レポジトリ（OISTIR）を構築し
ました。また日本の大学で唯一著者に登録ライセンスと
いう文書の提出を義務付けました。 
 

 
1306 

A 

1.3  
教員関係 
取組 

（シニアレベルの教員の任用と定年） 
1307 大学が拡充という新しい段階に入るにあたり、革新
的かつ研究成果の高い教員の確保を目的として、シニアレ
ベルの教員の採用と、定年年齢を超えた教員の契約期間の
延長について、新しい方針の策定を検討していきます。 

 （シニアレベルの教員の任用と定年） 
1307 理事会での合意により、名誉教授の称号を設ける
ため、大学の基本方針を策定しました。学長の裁量によ
り例外もありますが、通常、70 歳以上の専任教員は契
約日満了とともに、名誉教授の称号を与えられます。 

 
1307 

A 

1.3  
教員関係 
取組 

（教員開発） 
1308 「ガイダンス委員会」を設置し、Assistant Professor レ
ベルの新規教員の研究ユニットの立上げと運営を支援して
いきます。今後 OIST が拡充する中で、教員能力の向上の
一環として継続的に行っていきます。 

 （教員開発） 
1308 本学の教員数は少ないものの、徐々に増加してい
ます。新たに着任したテニュアトラック教員は、メンタ
ーとなる教員を選び、当オフィス（教員担当学監オフィ
ス）は、テニュア付き教員の中から、Appointment and 
Promotions Committee （任用と昇進の検討委員会。「ガ
イダンス委員会」より改称）のメンバーを任命します。
当該委員会の役割は、一貫性のあるテニュア審査プロセ
スを確保するとともに、テニュア審査に挑む前に（雇用
から 3 年目の終わりに）、テニュアトラック教員の準備
状況をきちんと報告書にまとめ、学監の進捗把握をサポ
ートすることです。 

 
1308 

A 

1.3  
教員関係 
取組 

（ポスドクキャリア開発） 
1309 平成 28 年度に初めて採用されたポスドク・キャリ
ア・アドバイザーは、様々な研修プログラムを企画・運営
しました。現在及び将来のキャリア開発の重要性を更に認
識してもらうために、引き続き、ポスドクのためのキャリ
ア支援プログラムを提供していきます。 

 （ポスドクキャリア開発） 
1309 平成 29 年度、新たに着任したポスドク・キャリ
ア開発担当者は、本学のポスドクのキャリア支援のニー
ズや状況を把握したり、キャリア支援のための研修プロ
グラムを企画・実施しました。IDP（キャリア支援を目
的として各研究員の目標設定・進捗をフォローするプロ
グラム）は平成 30 年度から開始される予定で、今年度、

 
1309 
A+ 
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ポスドク・キャリア開発担当者は、プログラム導入のた
めの準備を進めてきました。 

1.4  
世界的連携 
目標 

他大学や研究機関との連携協定の締結やワークショッ
プの開催等を通じて、世界の科学コミュニティとの緊密
なネットワークの構築に向けた取組を継続します。先端
的な基礎研究及び最優秀の科学者を育成することで社
会向上を目指す研究大学院大学として国際的な知名度
の向上を目指します。 

  
 
 

 
 

A 

1.4  
世界的連携 
取組 

1401 ビジティング・リサーチ・スチューデントの分類を構
築し、学生が関与する他大学との共同研究を促進します。学
生の相互交流について、交流協定を構築します。また、各セ
クションによる研究支援の質を向上させるために、引き続
き、国内外の他大学や研究機関との連携を広げます。 
 
 
 
 
 
1402 優れた学生や若手研究者等が、最先端の科学を学ぶ
とともに、相互に交流する機会を拡大するため、引き続き、
国際性に富んだ世界的にもトップレベルの国際コース又は
国際ワークショップを開催します。また、世界規模の国際ワ
ークショップを本学に招致し、本学の研究者や学生が他の
研究者とネットワークを構築する機会を拡大します。教員
の要望に応じたワークショップや会議の柔軟な実施につと
め、参加者に対する旅費支援の低減、他の機関からの資金援
助や、宿泊の手続を更に効率化し、各ワークショップに係
る経費を減らすよう努めます。 
 
 
 
 
 
1403 引き続き、物理学、細胞生物学、神経科学等の分
野において、国内外のトップレベルの学部学生等を対象
とした滞在型の研究室体験コースを開催します。 
 
 
 
1404 短期・長期の学生受入制度を継続し、引き続き、
国内外の他大学から学生を受け入れ、研究ユニットにお
いて実践的なトレーニングを提供します。 

・大学や研究機関等と
の連携協定の数 
 
・国際ワークショップ
及びコースの数 
 
・国際ワークショップ
及びコースの参加者
数 
 
・国内外の大学より受
け入れた学生数 

1401 ヴィジティング・リサーチ・ステューデントの分
類を構築し、19 か国から 22 名の学生（内日本人 7 名）
を受入れました。 
琉球大学医学部とゲノミクスに関する共同シンポジウ
ムを開催しました。また、東京大学を訪問し、一定数の
リサーチインターンの受け入れについて議論を行いま
した。 
 
添付資料 1. 4-1 学術交流協定一覧 
 
1402 カンファレンス・ワークショップ・コミッティに
よる世界基準の厳格な審査と推薦に基づき 9 件の OIST
ワークショップと 10 件のミニシンポジウムを開催し、
769 名の研究者が参加した。さらに世界トップレベルの
研究機関との共同で 4 件のジョイントワークショップ
を戦略的に OIST に誘致し、374 名の研究者が OIST を
訪れました。 
参加者への旅費支援の節約のための「トラベル・バーサ
リー」という新しい支援手順を 2 つのワークショップで
導入し、旅費とサポート事務作業量の低減に寄与しまし
た。 
 
添付資料 1. 4-2 平成 29 年度 OIST 主催によるワーク
ショップ･ミニシンポジウム 
 
1403 2017 年度には、研究科オフィスが提供するリサ
ーチ・インターン制度と研究ユニット予算で招聘するイ
ンターンの取り決めとの組み合わせにより、OIST は合
計 74 名のリサーチ・インターン（内日本人 13 名）を受
け入れました。 
 
1404 OIST は 2017 年度に、日本と海外の大学から 9 名
の特別研究生を受け入れました。 
 

1401 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 

1402 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1403 
A 

 
 
 
 

1404 
A 
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第 2 章 ガバナンス及び業務運営の透明性・効率性に関する事項 
2.1 
ガバナンス及
び業務運営に
かかわる基本
的な体制 
目標 （1） 

学園では、国内法人の伝統的な在り方とは異なり、学園
法及び学園の寄附行為に基づき、学外理事を中心として
理事会を構成しています。このような理事会は、学園及
び大学院大学の業務運営に関し、最終的な責任を負いま
す。また、評議員会は、地域社会の声を含め、幅広い意
見を学園及び大学院大学の業務運営に反映させます。こ
れらの二つの合議体が、法令及び学園の寄附行為に基づ
き、学園における透明で効果的なガバナンスを確保する
ために重要な役割を担います。これに対し、理事長・学
長は、事業計画の実施についてリーダーシップを発揮
し、理事会及び評議員会に対し説明責任を果たします。 
このように、理事会及び評議員会と理事長・学長との間
の関係を適切に保つことによって、特色あるガバナンス
を実現します。また、学園の監事は業務運営の適切性・
効率性が確保されるよう厳格な監査を行います。 

   
 

A 

2.1 
ガバナンス及
び業務運営に
かかわる基本
的な体制 
取組 （1） 

（基本的な運営） 
2101 平成 29 年は法人が設立されて以来 6 年目にあたり
ます。定例の理事会を 5 月、9 月、2 月に、定例の評議員会
を 5 月、2 月に開催します。5 月の理事会においては、平
成 28 年度の業務の実績を報告し、評価を行います。評価
の結果は公開情報として内閣府へ報告されます。現在の理
事の多くが 11 月に 3 年の任期を終えます。任期が終わる理
事は、再任もしくは新たに任命される理事と交替します。卒
業生を評議員会メンバーに選出することの検討を開始しま
す。 
 
 
2102 理事会事務局の広範な利用も含め、理事会はその機能
を十分に発揮します。理事会及び評議員会は理事会運営委
員会や分科会に重要な議題を事前に議論する機会をつく
り、5 月と 9 月の会議日数を２日ないし 3 日増やすことに
します。理事会運営委員会は事前会議の間に教員評議会と
一緒に会議を持つようにします。 
 
2103 理事長・学長は、引き続き、学園及び大学院大学
の日常的な業務運営の全ての面でリーダーシップを発
揮し、事業計画を着実に実施します。 
 
 
2104 監事は、引き続き、事前に作成する監査計画に基づき、
内部監査や会計監査とも連携しつつ、予算執行、調達・入札、

 （基本的な運営） 
2101 事前会議を含めた定例の理事会会合が 5 月、9 月、
2 月に OIST にて 2 日間にわたり開催されました。9 月
の理事会では、チェリー・マレイ博士が、9 月に退任し
たトーステン・ヴィーゼル博士の後任として理事会議長
に任命されました。評議員会については、5 月に 2 日間
の会合を開き（うち 1 日は理事会と合同開催）、2 月は
テレビ会議を実施しました。5 月の理事会会合前および
会合中に平成 28 年度の業務の実績を報告し、評価を行
いました。評価の結果は理事会による承認を経て、公開
情報として内閣府に提出されました。 
 
2102 理事会新議長のマレイ博士は、重要な議題を事前
に議論する機会をつくるため、平成 30 年 2 月に承認さ
れた分科会の新たな構成について発表しました。運営委
員会は、引き続き、事前会議の間に学生、教員評議会、
内閣府と一緒に会議を開催しました。 
 
 
2103 理事長・学長は、学園及び大学院大学の日常的な
業務運営の全ての面でリーダーシップを発揮し、事業計
画は事業運営に向けた重要な指針として用いられまし
た。 
 
2104 平成 29 年度の本学の業務運営の状況について、
平成 30 年 1 月～4 月にかけて定期監査を実施しました。

 
2101 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2102 
A 
 
 
 
 
 

2103 
A 
 
 
 

2104 
A 
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法令順守の状況を始め、業務全般について厳格な定期監査を
実施するとともに、必要に応じて、臨時の監査を行います。
監事は、引き続き、適切な形で中立性を維持しつつ、担当副
学長を通じて、他の役員や幹部職員との効果的なコミュニケ
ーションを図ります。監事には、その活動に必要となる十分
な情報及び人的サポートが提供されます。監査計画及び監査
結果については、理事会での報告等を通じて、業務運営への
反映を促します。 

この中で、個人情報保護に関する監査を実施しました。 
平成 29 年度を通じての監事の監査報告は、平成 30 年 5
月に開催される BOG 及び BOC に提出を予定していま
す。 
また、監事は、定期監査の活動以外に、アドミニストレ
イティブ・コンプライアンス担当副学長との定例ミーテ
ィングを通じて、また、必要に応じて学長、首席副学長
及び各副学長から業務運営の状況を聴取し、本学の運営
状況についての把握に努めました。 

2.1 
ガバナンス及
び業務運営に
かかわる基本
的な体制 
取組 （1） 

（大学院大学の拡充に向けて）  
2105 平成 27 年 7 月に本学の進捗及び拡充計画の評価を
実施した外部評価委員会は、卓越性を測る全ての主要な基
準において傑出した成果が見られるとし、こうした基準に
照らすと、大学院大学は、平成 26-27 年の世界大学ランキン
グで最も高い評価を受けているトップ 25 大学と肩を並べ
ていると評価しました。 
外部評価委員会からの中核的な提言として、「枠組み文書Ⅱ」
で提案された、今から 10 年後の 2020 年代半ばまでに種々
の研究分野のバランスがとれた 100 の傑出した研究ユニ
ット及び数百名の学生規模の大学院を目指すという拡張
計画への支持が表明されました。今後 10 年間の大学院大
学の更なる発展を審議・計画していきます。 
教員開発ワーキング・グループのガイダンスに従って、新
たな教員の採用も続けていきます。また、第 4 研究棟の建
設も進めます。 

 （大学院大学の拡充に向けて） 
2105 本学の拡充計画が引き続き推進されました。科学
的視野と教員採用の両方について、大学の将来的な方向
性を導くことを目的とする研究展望委員会が開催され
ました。拡充に向けた主な取り組みとして、広範な分野
における教員採用活動や第 4 研究棟の整備が進められ
ました。 

 
2105 

A 

2.1 
ガバナンス及
び業務運営に
かかわる基本
的な体制 
目標 （2） 

引き続き、世界水準の国際的な大学院大学の効果的な運
営に相応しい事務組織の構築に努めます。また、予算執
行及び業務運営について国への説明責任を果たすため
に、内閣府と密接なコミュニケーションを図ります。 

   
 
 

2.1 
ガバナンス及
び業務運営に
かかわる基本
的な体制 
取組 （2） 

2106 引き続き、理事長・学長、副理事長、他のエグゼクテ
ィブによる会合を定期的に実施し、情報共有を促進するとと
もに業務運営の状況を確認します。また、大学の幹部と教授
会による会議を引き続き隔月毎に開催し、上層幹部と教授
間の情報の流れを改善していきます。サラリー・レビュー
委員会も必要に応じ開催していきます。 
 
 
2107 政府機関との連絡調整を担当する副学長の下、内
閣府と密接なコミュニケーションを確保していきます。
四半期毎に開催される定例協議会を通じて、内閣府と連

 2106 引き続き、上層幹部と教授会議長との間で議題に
沿った会合が定期的に実施され、内容を記した議事録が
作成されました。学長と上層幹部メンバーとの個別会議
も定期的に実施されました。サラリー・レビュー委員会
（含・上層幹部メンバーの一部）は、公平な給与のあり
方及びそれに関連する方針を確立・維持することを目的
として必要に応じ開催しました。 
 
2107 5 月、8 月、11 月及び 1 月の定例協議会及び必要
に応じた個別会議を通じて、内閣府との密接なコミュニ
ケーションを維持しつつ、平成 29 年度事業計画の実施

2106 
A 
 
 
 
 
 
 

2107 
A 
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絡調整を行い、事業計画の実施状況等について報告を行
います。また、平成 30 年度事業構想及びこれに続く概
算要求に係る打合せを前広かつ綿密に行います。 
 
 
2108 文部科学省認証の独立評価機関による平成 30 年度
の大学認証評価受審に向けて必要な準備を進めます。 
 
 
 
 
2109 大学の使命に沿って引き続き高度な IT サービスの
提供を行います。特に、研究・教育の生産性を左右するよ
うな支援プロセスは可能な限り自動的かつ効果的に実施
します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
2110 引き続き、ユーザーが IT リソース及びサービスを活
用できるよう、文書及び教育プログラムを明確化・簡潔化
します。 
 
 
2111 本学の活動を支える基盤を特定、評価、設計、配置、
保持し、本学の拡充に対して着実に対応できるようにいたし
ます。特に、より柔軟で確実なネットワーク環境をつくるた
め、それぞれの研究ネットワークの成長に応えるようにし
ます。  
 
 
 
 
 
 
 
2112 人事・財務管理システムの変更を引き続き行いま
す。人事管理システムは 2017 年 4 月に運用を開始します。 

状況、平成 30 年事業構想、平成 30 年度概算要求及び平
成 30 年度事業計画策定等について適時適切に情報共有
しました。 
 
 
2108 平成 30 年度の受審に向けて、認証評価機関を選
定するとともに、作業スケジュールの策定、調査書等所
定様式の英語版の作成、評価基準に沿った本学の教育研
究活動等の実施状況の確認及び自己点検評価書最終案
（日英）の作成など必要な準備を進めました。 
 
2109 OIST の IT は、最善な IT サービスを提供するよ
う努めました。各ユーザー自身がキャンパス内外のどの
ネットワークからでもセルフサービスで安全にパスワ
ードをリセットできる新しいシステムを導入しました。
またネットワーク・コネクティビティセクションは、業
務の継続性を向上するため、メイン回線とは異なるルー
トのバックアップ回線の導入を進めました。サービス・
サポートセクションは、OIST が貸与するパソコン及び
携帯電話にレーザー彫刻機で OIST ロゴを刻印する運用
を開始し、利用者の意識向上及び盗難・紛失の抑制を促
進しました。 
 
2110 IT ウェブサイトとナレッジベースを刷新しまし
た。刷新されたウェブサイトはシンプルな構造となり、
ユーザが必要な情報をより簡単に見つけることができ
るようになりました。 
 
2111 広帯域幅を必要とする研究機器に対応するため
OIST のキャンパス・ネットワークを 10 ギガの接続にア
ップグレードしました。 このアップグレードではキャ
ンパス内部ネットワークも増強し広帯域接続のサポー
トおよび、接続デバイス数の増加に対応できるようにな
りました。  
また、セキュリティ制御の強化も組み込んだ、より高速
にアクセスできる新しい VPN の技術が提供されまし
た。 OIST キャンパスネットワークの外部から OIST リ
ソースへ接続を必要とする職員、教員、学生、および研
究者に内部と同じレベルの接続性を提供しました。 
 
2112 人事管理システムは平成 29 年 3 月に稼働し、4
月から運用を開始しました。IT は財務会計システムの

 
 
 
 
 

2108 
A 
 
 
 
 

2109 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2110 
A 
 
 
 

2111 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2112 
A 
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2113 安全強化とアクセス管理、増大する自動化、データの
組織化などに周到に対応するために、大学の管理運営システ
ムを強固にしていきます。 
 
 
 
 
2114 大学の研究及び管理運営を支えるシステムの仕様を
開発していきます。 
 
 
 
 
 
2115 ローカル及びグローバルで行われている IT 関連の
新しい取組の中核に本学を位置付け、研究及び運営管理の
促進・支援を強化することで、沖縄の発展に一層貢献してい
きます。 
 
 
 
2116 運用コストの削減及び安全性の増加を図る一方で、操
作の簡易化を行い、管理運営環境を標準化します。 
 
 
 
 
2117 より強固な政策の開発、情報安全教育プログラム、複
合的な要素を加味した信頼性、アクセス・コントロールを基
にした装置等を通じて情報安全を強化していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利便性向上のため機能改修を行い、引き続き同システム
をサポートしました。 
 
2113 OISTの IDM管理システムは商用製品に置き換え
られ、HEART システムにリンクされることによりユー
ザー及び組織の情報を直接同期することができるよう
になりました。また最小限に特権アクセスを制御するこ
とにより、以前のシステムよりセキュリティ面で大きく
改善されました。 
 
2114  3 つの試薬購入オンライシステムと財務会計シ
ステムの間で、データを自動でインターフェースするし
くみを実装しました。このしくみは平成 29 年 10 月から
運用を開始しました。 
この他に、招聘旅行者の情報をセルフサービス形式で登
録するシステムを開発しました。 
 
2115  OIST は、NISC のセキュリティ・イニシアチブ
に参加し、日本の大学におけるセキュリティ・インシデ
ント情報の収集と普及に携わりました。また、引き続き
奈良先端科学技術大学院大学と交流し、情報セキュリテ
ィを中心とした情報共有ワークショップで NAIST、
JAIST、金沢、富山大学と交流しました。 
 
2116 平成 29 年度にほぼすべての事務職員が利用する
PC を Windows 10 に移行しました。これにより、各 PC
の運用管理を集中システム上で標準化することができ、
ソフトウェアの展開及びセキュリティ設定を徹底し、ト
ラブルシューティングが容易になりました。 
 
2117 - OIST における情報セキュリティは、平成 29 年
度にセキュリティポリシー及び関連ガイドラインを強
化しました。OIST の全職員が受講必須となるオンライ
ン・トレーニングコースを開発し、標的型メール攻撃訓
練を実施することでセキュリティ意識を向上し実践的
な経験を積むことができました。 
サイエンス・フェスティバルにおいて、一般の来訪者に
対してサイバー・セキュリティのデモンストレーション
を公開し好評を得ました。 
- クラウドと人工知能を用いたセキュリティ監視シス
テムとマルウエア対策ソフトを導入し、より的確に情報
セキュリティの脅威を検出し対応することが可能にな

 
 
 

2113 
A 
 
 
 
 
 

2114 
A 
 
 
 
 

 
2115 

A 
 
 
 
 
 

2116 
A 
 
 
 
 

2117 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成 29 年度事業計画 指標 平成 29 年度業績 自己 
評価 

 

20 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2118 本学の各部門において発生する法的問題について
法的助言を行うとともに、各部署が扱う契約について、ド
ラフト、交渉から締結に至るまで全面的に支援し、学園にお
ける適切な運営を確保します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2119 法廷内外の請求から本学を防御し、財政的損失及び
社会的評判の失墜を防止します。 

りました。これにより OIST の研究職員に対して安全で
柔軟なシステム環境を提供することが可能になりまし
た。本件は当該システム・メーカーからも評価を受け、
導入事例として紹介することを求められました。また本
取り組みは対外的にも評価され、インターネットメディ
アに紹介されました。 
- さらに、IoT 技術に基づいた固定資産管理システムを
実装し、物理的なセキュリティ対策も強化しました。当
該システムにより固定資産の移動の履歴を追跡できる
ようになり、年次の固定資産の実査作業を大幅に効率化
しました。当該システムを国内外大学と文科省に紹介し
好評を得ました。  
 
OIST は、NAIST、JAIST、富山大学、及び複数の IT セ
キュリティ会社を招いて、情報セキュリティ・ワークシ
ョップを開催し、これらの大学間連携をどのように改善
するかについての情報共有と議論を行いました。 
 
2118 -今年度は、100 以上の試料移転契約、200 以上の共
同研究契約、ライセンス契約、委託研究契約、秘密保持
契約、大学間協定等をドラフト、交渉、締結しました。
また、人事労務関係、教員関係事項、コンプライアンス
関係等、合計 150 以上の法律相談が寄せられ、本学全般
における適切な運営が保たれました。 
-引き続き、新規従業員については加入時、既存従業員
については毎年、日本の法令等（特に薬物規制、飲酒運
転、銃刀携帯、刑事手続/国外強制退去、OIST における
懲戒等）に関する研修プログラムの受講を徹底し、遵法
意識を高める努力をしました。 
-2017 年度から統括弁護士１名、リーガルカウンセル２
名の体制となり、紛争解決及び第三者との契約作成・交
渉等その増大する責務をより効率的且つきめ細かに遂
行できるようにしました。 
 
2119 -テニュア審査に関する訴訟のうち 1件について、
本学の主張を全面的に支持する地方裁判所の判決を勝
ち取りました。原告である元教員から控訴されました
が、2018 年度中に高等裁判所の判決も出る予定です。 
-2016 年度に発生したダイビング事故の遺族の方との間
で、大学の規定に従って適切な額の補償を行うなどの合
意をまとめ、大学への損害賠償請求等がなされないよう
手当しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2118 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2119 
A+ 
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-元従業員から繰り返される公益通報に対して適切な対
処をすべく、法的助言・対応を行いました。 

2.2 
予算配分と執
行 
目標 

国からの補助金を始めとする予算の執行について、国やその
他の資金提供者、更には国民に対する説明責任を果たすた
め、実績を点検し、適正かつ効果的な予算の配分及び執行を
行います。特に、国の財政の厳しい状況を踏まえつつ、研究
教育の維持及び発展に資するよう効率的な予算の執行を図
ります。 

   
 

A 

2.2 
予算配分と執
行 
取組 

2201 学園のリソース（人件費、運営費、機器購入費、ス
ペース等）の配分・再配分について、優先順位付けの提案を
行うリソース・アロケーション委員会を開催し、配分案を策
定します。エグゼクティブコミッティは、学園のリソースを
適切に配分するため、配分案の審議を行い、最終的に理事
長・学長が決定します。 
 
2202 引き続き、予算配分・執行の単位となる予算単位
を組織構成と整合性のとれた形で設定し、本事業計画の
実施に必要な予算を各予算単位に配分します。 
 
 
2203 引き続き、各部署に配置された予算を分析する担
当者との連携により、予算配分・執行状況報告のプロセ
スを強化します。また、施設整備費補助金を含む学園全
体の予算の適切かつ一体的な管理を確保するため、毎
月、予算の執行状況について確認するための内部会議に
おいて理事長・学長に報告を行います。さらに、内閣府
に対しても、毎月、予算執行状況を報告します。 
 
2204 研究計画の制度を改善しました。全教員に対し、各
自の研究目的、研究テーマの適切な概要、及び必要なリソ
ースの要請について記載された研究計画を作成するよう
求めます。リソースの中には、人件費、運営費、その他機器
や設備等が含まれます。本計画がカバーする研究期間
は 5 年間です。外部評価（ピア・レビュー）の結果も考
慮し、適切な予算配分を決定します。 
 
2205 9 月に配分の中間見直しが、そして第 4 四半期
の初めにあたる 1 月にも別途見直しが実施されます。
これらは、全ての研究関連予算の収支均衡を確認する節
目となります。このような費用の綿密な見直しにより支
出を最適に調整します。また、配分の中間見直しを実施
することで、調達した固定資産の配達・受取りが年度内

 2201 学園のリソース（人件費、運営費、機器購入費、
スペース等）の配分・再配分について、優先順位付けの
提案を行うリソース・アロケーション委員会を開催し、
配分案を策定しました。エグゼクティブコミッティは、
学園のリソースを適切に配分するため、配分案の審議を
行い、最終的に理事長・学長が決定しました。  
 
2202 引き続き、予算配分・執行の単位となる予算単位
を組織構成と整合性のとれた形で設定し、本事業計画の
実施に必要な予算を各予算単位に配分しました。  
 
 
2203 引き続き、各部署に配置された予算を分析する担
当者との連携により、予算配分・執行状況報告のプロセ
スを強化しました。また、施設整備費補助金を含む学園
全体の予算の適切かつ一体的な管理を確保するため、毎
月、予算の執行状況について確認するための内部会議に
おいて理事長・学長に報告を行いました。さらに、内閣
府に対しても、毎月、予算執行状況を報告しました。 
 
2204 新規スタートアップ・ユニットへの予算配分に関
する規程を策定しました。また、研究ユニットの外部評
価を行う外部評価委員が効率的に評価を実施できるよ
う、新しい評価シートを作成しました。 
 
 
 
 
2205 科研費等の競争的資金等の適切な管理について
は、公的研究費不正使用防止計画の公表など、適切な管
理を研究者に徹底しました。期中（8, 9 月）と期末（11, 
12 月）に全体的な予算配分の見直しを行い支出の最適
化を図るとともに、固定資産の納品・検収を考慮に入れ
た、適切な予算配分を行いました。 

2201 
A 
 
 
 
 
 

2202 
A 
 
 
 

2203 
A 
 
 
 
 
 
 

2204 
A 
 
 
 
 
 
 

2205 
A 
 
 
 
 



平成 29 年度事業計画 指標 平成 29 年度業績 自己 
評価 

 

22 

になされるよう手配されているかを確認する機会にも
なります。  
科研費等の競争的資金等については、引き続き、研究担
当ディーンの下で、会計担当部署とも連携しつつ、それ
ぞれの資金のルールに則った適切な管理を行います。  
 
2206 一定額を超える個々の支出について、コンプライ
アンスを担当する副学長が審査すること等を含め、引き
続き、法令や内部規則等を順守して予算執行の手続きを
行います。 
 
 
 
2207 適切な契約・調達及び会計事務を行うため、コン
プライアンスを担当する副学長の下で内部監査を実施
するとともに、国の機関等が行う研修への継続的な参加
等を通じて、担当職員の育成に努めます。 
 
 
2208 入札・契約に関して適正な実施を確保するため、
外部有識者による委員会において、学園が締結した契約
の点検・見直し等について審議を行います。また、大型
研究設備・機器の購入に当たっては、内部規則に基づき、
その都度、外部の有識者を含めた委員会を設置し、同委
員会により仕様書の審査を行う等、公正かつ透明な調達
の実施に万全を期します。 
 
 
2209 研究支援ディビジョンのセクション・リーダーは
ユーザーズ・グループ・ミーティングを開き、研究機器を
含む、共有研究リソースに関する提案について検討を行い
ます。 

 
 
 
 
 
 
2206 一定額を超える随意契約について、その内容がほ
ぼ類型化してきたので、500 万円未満の購入案件はコン
プライアンス・セクション・リーダーが、500 万円を超
える案件はさらにアドミニストレイティブ・コンプライ
アンス担当副学長及び同准副学長がその適切性を審査
しました。 
 
2207 適切な契約・調達及び会計事務を行うため、コン
プライアンスを担当する副学長の下で内部監査計画に
基づき内部監査を実施しました。政府機関によって提供
される研修にスタッフを定期的に派遣し、契約・調達・
経理手続きをより適切に執行できるようにしました。 
 
2208 入札・契約に関して適正な実施を確保するため、
外部有識者で構成される契約監視委員会を 2 回開催し、
学園が締結した契約の点検・見直しについて審議を行
い、その助言に基づき、調達の手続きを改善しました。
大型研究設備・機器の調達に関する仕様策定および技術
審査委員会は、11 回開催しました。 
 
 
 
2209 各セクションにおいて、ユーザーグループミーテ
ィングを開き、研究機器を含む、共有研究リソースおよ
び共有機器に関する提案について検討を行いました。ま
た、ユーザーグループは、ユニットが専有または共同で
使用する研究機器についても内容の検討を行いました。  

 
 
 
 
 

 
2206 

A 
 
 
 
 
 

2207 
A 
 
 
 
 

2208 
A 
 
 
 
 
 
 
 

2209 
A+ 

2.3  
事務事業の効
率化 
目標 （1） 

業務運営における効率化を図るための取組を継続して
行います。 

   
 

A 

2.3  
事務事業の効
率化 
取組 （1） 

2301 引き続き、研究設備・機器の共用・共有化の推進
（1.2 参照）や、研究資材や試薬等の単価契約や一括購
入等の取組を継続することにより、研究事業を効率的に
支援します。 
 

・単価契約や一括購入
による経費の削減 
 
・学内の研究資材スト
アの利用数の増加 

2301 研究機器の保守契約管理を共通支援部門に集約し、
一括契約および単価契約を促進しました。 
 
単価契約件数：35 件 
 

2301 
A 
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2302 既存の一般競争入札方式に加えて、新たな競争入札方
式を導入することにより、コストの抑制を図ります。 
 
 
 
2303 研究機器の保守費修繕費は、保守内容の見直し等
によりコストの抑制を図ります。 
 
 
 
 
2304 研究事業を効果的・効率的に支援するため、学内サプ
ライストアの取扱品目を拡充しサービス向上と利用拡大を
図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2305 本学の契約は、十分な透明性や競争性の確保を原則と
し、随意契約によらざるを得ない場合には、その理由を含め
公表する等、契約に関する情報公開を徹底します。随意契約

 
・競争入札や他の競争
的な手法による契約
の比率（件数及び金
額） 

2302 次年度からのリバース・オークション、価格交渉
落札方式の正式導入に向け、関連する規定の改訂を実施
しました。また、リバース・オークションによる入札 1
件を試行的に実施し、コスト抑制を図りました。 
 
2303 研究機器の保守契約について、メーカーごとの保
守契約の統合化、保守内容の見直し及び価格交渉を行
い、コストの抑制を図りました。保守契約において、契
約先が一つに限られるものは、調達審査委員会の決定を
経て随意契約を行うことにより効率化を図りました。 
 
2304 研究事業を効果的・効率的に支援するため、学内
の研究資材ストアの取扱品目を拡充し、サービス向上と
利用拡大を図りました。 
1,678 品目（平成 28 年度）から 2,439 品目へ増加 
 
学内研究資材ストアの利用の増加 
調達金額: 69,049,957 円 
（平成 28 年度比 30.8%増加） 
利用者数: 5,880 人 
（平成 28 年度利用者 3,927 人、49.7%増加）  
 
文具ストアの利用の増加 
調達金額: 14,300,210 円 
（平成 28 年度比 4.2%減少） 
利用者数: 6,243 人 
（平成 28 年度利用者 5,616 人、11.1%増加） 
より安価な商品の購入を促進した結果、調達金額が
4.2%減少しました。 
 
試薬ストアの利用 
調達金額: 172,340,101 円 
利用者数: 3,916 人 
今年度から、HEART システムと試薬オンラインストア
データ連携を開始しました。 
 
期末にユーザー満足度調査を実施した結果、総合満足度
は 4.0 点（満点：5.0、回答者数 66）となりました。 
 
2305 入札・契約を適正かつ効率的に執行するため、外
部有識者を含む委員会を設置し、学園が締結した契約の
事後的な点検・見直しを行いました。今年度は第 12 回

2302 
A 
 
 
 

2303 
A 
 
 
 
 

2304 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2305 
A 
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手続についても、継続的にモニターを実施します。同時に、
調達に関する規則等について、効率化や手続の簡素化の観点
から定期的に見直しを行い、また大学の規模拡大に対応すべ
く、調達に関する事務分掌や業務手順等の整理を継続しま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2306 内外価格差の是正に向け、引き続き海外からの直
接購入等を利用した経費削減の促進に向けた調査を行い
ます。 
 
2307 調達コストの抑制を図るため、研究資材や機器等
の国内外の価格比較データを取りまとめ、メーカー、代理
店、取引先との価格交渉に活用します。為替変動による価格
上昇への対応を行います。 
 
 
 
 

（平成 28 年 8 月 1 日）及び第 13 回（平成 30 年 2 月 6
日）の 2 回にわたり開催しました。コスト削減、入札・
契約手続きの更なる合理化に向けて取り組んでいる事
項について報告を行いました。 
内部の委員による調達審査委員会を開催し、82 件の契
約の点検を行いました。 
調達価格が 50 百万円を超える大型研究機器の購入につ
いては、案件毎に、外部有識者を含めた仕様策定委員会
および技術審査委員会を設置し、入札およびその準備手
続きにおける公平性・透明性が確保されるよう努めまし
た。 
委員会の開催件数：11 件 
一定額以上を支出する契約（工事 250 万円、物品 160
万円、役務 100 万円、リース 80 万円）について、当該
契約に関する情報公開を適切に行いました。 
随意契約の手続きについては、適正な審査を担保しつ
つ、仕様書の作成方法を見直しすることにより契約手続
きを簡素化し、契約業務の効率化を図りました。また、
随意契約理由の類型化を行い、手続きの簡素化に向けた
運用ルールについて検討しました。 
コンプライアンスの厳格な確保、業務効率化および他規
則との整合性を保つ観点から、基本方針・ルール・手続
き 28 章及び関連する規則等の見直しを行いました。 
 
他の研究施設と情報交換を行い、調達職員の知識・スキ
ル、コンプライアンスの向上、サプライチェーンの強化
を目的とする交流を実施しました（関西学院大学、産業
技術総合研究所、RA 協議会、徳島大学、琉球大学）。 
 
 
2306, 2307 昨年度に引き続き研究資材や機器の国内外
価格比較データを取りまとめ、契約金額の交渉に活用し
ました。 
比較データ追加：633 件 
＊大型機器や試薬を含む比較データは、全体で 1,875 件
（昨年までの累計 1,242 件＋追加 633 件） 
 
競争入札や他の競争的な手法による契約の比率（件数及
び金額） 
件数：130 （21.7%） [平成 28 年度 154（22.4%）] 
金額：5,992 百万円（66.4%） [平成 28 年度 11,000 百万
円（79.7%）] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2306 
A 
 
 

2307 
A 
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2308 国際化の推進に取り組む国立大学等の職員に対し
て事務国際化研修を実施し、当該大学等の事務国際化に貢
献するとともに、同職員を通じて国立大学等の運営管理に
関する知見を吸収し、本学の事務の効率化を図ります。 

 
2308 東北大学及び大阪大学より 1 名ずつ研修職員を
受入れ、当該大学の事務国際化に貢献する一方、国立大
学等の運営管理に関する知見を吸収すると共に、本学の事
務の効率化を図りました。 

 
2308 

A 

2.3  
事務事業の効
率化 
目標 （2） 

学園の施設・設備を最大限有効に活用します。    
 

2.3  
事務事業の効
率化 
取組 （2） 

2309 既存建物内のスペースに関する調査、研究支援ディ
ビジョンとの連携や研究ユニットへのヒアリングを通じた
ニーズの把握に基づき、アカデミック、事務、研究設備ス
ペース利用の最適化を推進します。 
 
 
 
 
2310 シーサイドハウスに関する調査を行い、施設のスペ
ース利用を最適化します。 
 
 
 
 
 
 
 
2311 新しく建設された海洋科学ステーション施設のス
ペース利用を最適化します。 

 2309 既存の事務および研究スペースの利用状況に関
する調査を行い、スペースの効率的な配分と最適化のた
めに、スペース使用状況のデータと図面をアップデート
しました。研究および事務スペースを主に非稼働日に
80 回以上改修を行い、既存のスペースの拡張や移転を
可能にし、新しいユニットとスタッフ用のスペースを確
保しました。 
 
2310 請負業者およびコンサルタントによる構造・機
械・電気・配管の状態を確認する調査を行い、建物は構
造的に問題がなく、耐震要件に準拠しており、空調の一
部を修理または交換する事により引き続き使用できる
と結論づけました。OIST 内のニーズと可能性を分析し、
利用に関する提案を行いました。引き続き、学生代表と
協力して、OIST 教職員の教育・社会活動のための共有
スペースとして建物を改装する計画を立案しました。 
 
2311 マリン・サイエンス・ステーションの内のスペー
スすべてが利用されている状況となりましたが、研究担
当ディーンと協力して建物の利用状況について継続的
にモニターする仕組みを構築しました。より多くのユー
ザーに対応するために、実験期間に応じて研究スペース
を研究ユニットが一時的に利用可能にできる計画が考
案されています。定期的にスペースの利用状況を管理
し、一時的なスペース配分について検討するユーザー委
員会が作られました。また、汚染された実験排水の処理
方法を解決した事により建物の一部を Wet Lab として
整備しました。 

2309 
A 
 
 
 
 
 
 

2310 
A 
 
 
 
 
 
 

 
2311 

A 

2.4  
人事管理 
目標 

国際的に競争力のある処遇や教育訓練の機会を提供するこ
とにより、大学院大学の目的達成に不可欠な優れた人材を獲
得し、維持していきます。それと同時に、国による高水準の
財政支援により運営される法人として、教職員の総人件費の
抑制により一層努めます。また、職員の給与水準については、

   
 

A 
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「特殊法人等・独立行政法人の給与水準の見直しについて
（平成 24 年 12 月 7 日閣僚懇談会）」の指摘も踏まえた取組
を引き続き着実に進めるとともに、 特殊法人等における役
職員の給与について（平成 27 年 12 月 24 日総務省行政管理
局）」に対する取組を具体化し、納税者の理解が得られる合
理的な水準とし、それらに関する説明責任を果たします。 

2.4 
人事管理 
取組 

（職員の採用） 
2401 国際的な大学経営を行う上で重要な役職について、
引き続き、早期に優れた人材を採用・配置できるよう検討
します。その際、透明性の高いプロセスを確保するため、
人員数・人員構成・配属状況のあり方を人事予算委員会
（Personnel Budget Sub-Committee）にて議論します。また、
新ERP（統合業務システム）人事運用を開始します。 
 
 
 
 
 
 
2402 研究支援等、新規に立ち上げる業務や拡充すべき
業務に対応するため、内部人材の活用や組織編成を行い
つつ、即戦力となる外部人材の採用を進めます。 
 
 
 
2403 他方、簡素で効率的な管理部門を実現すべく、国
内外の大学等の動向を踏まえつつ、教職員数については
予算で定められた教職員数の範囲内とし、なおも必要な
ニーズについては外部資金の活用を図るなど適正な管
理を行い、組織の肥大化を防ぎます。また、労働契約法
に基づく無期転換ルールに沿った制度の運用を円滑に進め
ます。 
 
2404 引き続き、職場における多様性を促進し、全ての
職種・職位における男女比率を改善するため、機会均等
に関する方針を徹底します。 
 
 
 
 
2405 女性研究者のための専門能力発展及び女性職員の
ためのキャリア開発に重点を置き、大学経営全般における

・職位毎の職員数（職
種、国籍別、性別）  
 
・全職員に対する事務
部門の職員の比率 
 
・運営費に占める人件
費の割合 

（職員の採用） 
2401 PEREX Budget Sub-Committee にて新規採用枠の優
先度等を議論、承認を経た上で最終的に各ディビジョ
ン新規採用枠を分配しました。COO、教員担当学監、
男女共同参画人事准副学長を採用しました。  
 
添付資料 2. 4-1 平成 29 年度 職位毎・国籍別職員数 
 
全職員に対する事務部門の職員の比率：32% 
 
運営費に占める人件費の割合：38％（決算前のため概算
値） 
 
2402 求人を掲載し、応募を待つ姿勢ではなく、世界最
大級のビジネス特化型ソーシャル・ネットワーキング・
サービス “LinkedIn”を採用ツールとして導入。またジョ
ブフェアを開催するなど OIST 側から積極的にマーケッ
トにアプローチをかける取り組みを行いました。 
 
2403 教員採用数については、予算で定められた範囲内
としました。また、無期転換細則を作成し、円滑な準備
を進めました。 
 
 
 
 
 
2404 毎月実施の新入職員研修にて、OIST における男
女共同参画の方針について説明し理解を深めました。フ
ァカルティ採用における面接の際も、本方針について説
明、またダイバシティ・オフィサーによる「教員採用時
における潜在的バイアスによるネガティブな影響を最
小化し、偏見とバリア取り除く」取り組みを行いました。  
 
2405 男女共同参画の観点に立った、女性研究者及び女
性事務職員に対するトレーニングを実施しました。計

 
2401 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2402 
A 
 
 
 
 

2403 
A 
 
 
 
 
 
 

2404 
A 
 
 
 
 
 

2405 
A 
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男女共同参画を引き続き推進します。データに基づいた戦
略策定のための情報収集を開始し、男女共同参画タスクフ
ォースの提言の達成に努めます。さらに、他大学や沖縄県
等と連携し、リケジョ応援事業など男女共同参画の意識啓
発事業を実施します。 
 
 
 
 
2406 引き続き、均等な雇用機会を提供するための障壁を
取り除き、障がいを持つ方の雇用を促進します。また、平
成 30 年に予定されている改正障害者雇用法対応にむけた
準備を進めます。 
 
2407 利用者のフィードバック及びキャンパスの人口の拡
大に基づき、新規採用及び既存の職員や学生のために、保
育サービス、ファミリーサポート、フードサービス、健康・
医療サポートや生活におけるニーズのサポートに関連し
た人事サービス機能を引き続き強化します。子弟教育の機
会を広げるため、特に、中・高校生のために、引き続き、
地域の学校との連携を図ります。 

161 名の女性研究員、職員が参加しました。ファカルテ
ィ・リトリートでは、女性教員に向けたトレーニングも
実施しました。データを基に特定の分野における女性教
員のファカルティ応募数の増加を図りました。また、例
年に引き続き沖縄県内の女子中高生（計 30 校）の理系
への興味・関心を高め、進路選択を支援するためのワー
クショップ「サイエンスプロジェクト for 琉球ガールズ」
を琉球大学・沖縄県と共同で実施しました。 
 
2406 障がい者の雇用に関し、2.99％の雇用率を維持し
ました。 
 
 
 
2407 OIST コミュニティのニーズを把握するため、ア
ンケート調査「OIST 近隣における子供たちの教育機会
について」を実施しました。OIST コミュニティの教育
ニーズに対する解決策を探るため、学長が複数の地元教
育機関管理者を訪問しました。これに加え、OIST コミ
ュニティーの子女に係る教育機会に関する長期戦略を
策定するための OIST 幹部によるタスクフォースが設置
されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2406 
A 
 
 
 

2407 
A 

2.4 
人事管理 
取組 

（処遇・給与水準） 
2408 引き続き、国家公務員や国内外の大学・研究機関等
の給与水準等の競争的要因、特に教員の給与水準の競争的
要因を踏まえつつ、「特殊法人等における役職員の給与につ
いて（平成 28 年 10 月 14 日総務省行政管理局）」に対する取
組を具体化し、実行します。 
 
 
 
2409 現在リソース・センターの所長が管理しているレジ
ストレーションデスクは、引き続き、来訪する客員研究員、
招聘ゲストの受入支援を行います。 

・職員の給与水準（職
種別の平均給与） 

（処遇・給与水準） 
2408 職員の給与水準については「特殊法人等における
役職員の給与について（平成 28 年 10 月 14 日総務省
行政管理局）」に基づき、国家公務員に準ずる取り組み
として全ての給与レンジで一律 0.2％を引き上げまし
た。 
 
添付資料 2. 4-2 平成 29 年度 職員の給与水準 
 
2409 レジストレーション・デスクは引き続きリソー
ス・センターにより円滑に運営されました。リサーチ・
ユニット・アドミニストレーターの問い合わせ等に対応
し、来訪する客員研究員、招聘ゲストへの ID 発行等を行
いました。 

 
2408 

A 
 
 
 
 
 
 

2409 
A 

2.4 
人事管理 
取組 

（キャリア開発・研修・業務実績評価） 
2410 事務職員に対する研修機会の提供等のキャリア開
発の取組を引き続き行い、バックアップの確保及び後継者
育成に向けた取組を実施します。 
 
 

・研修の受講職員数 （キャリア開発・研修・業務実績評価） 
2410 各ディビジョンの管理職及び職員の為にキャリ
ア研修、役員、管理職、事務職員の能力開発をサポート
する研修教材を提供しました。また、管理職の能力開発
を目的としたマネージメント・フォーラムを行い、事務
職員向けには、事務作業の効率化におけるトレーニング

 
2410 

A 
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2411 新たな研修指針を策定し、学内研修プログラムを引き
続き構築し、それぞれの職階に必要な技能・スキル研修を継
続的に提供します。必要に応じて、研修ニーズを把握するた
めサーベイやインタビューを実施します。 
 
 
 
2412 引き続き、セクシャル・ハラスメントやパワーハラス
メント、その他のハラスメントへの防止対策を推進します。
育児・介護休暇取得に関連したハラスメント等についても、
同様に防止対策の取組を進めます。ストレスチェック等を実
施し、学内外のサービスを通じて、本学が重視する職員の健
康や、業務上の問題解決に向けた取組を引き続き実施しま
す。 
 
2413 PRP に基づき、新入校職員に対し、毎月のオリエン
テーションを継続します。大学組織、業務手順、日本の法
律に関する一般的なオリエンテーションに加え、事務職員が
業務遂行上必要なシステムの利用方法及びルールに関す
る実務オリエンテーションを実施します。 
 
 
2414 平成 29 年度には、職員とその家族向けに提供され
る英語及び日本語クラスの数を増やします。語学訓練への
需要は非常に高く、英語と日本語におけるコミュニケーショ
ン能力は本学の成功の土台となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2415 引き続き、期首に設定した目標/期待値等の達成度を
評価する事を基本とした年次業績評価制度とジョブグレー

を実施しました。 
 
添付資料 2. 4-3 平成 29 年度 研修の受講職員数 
 
2411 大学のコンプライアンス確保と報告のため、ガイ
ドライン作成及び必須トレーニングのモジュールを作
成しました。各ディビジョンの管理職・職員と面談をし、
各人の必要に応じてスキルコンピテンシー制を確立し
ました。 また、マネージメント・フォーラムに内容及
び能力開発を構築しました。  
  
2412 ハラスメント窓口を OIST 内外に設け、防止対策
を進めました。育児・介護休暇関連のハラスメントは
Web 等に掲載し周知しました。ストレスチェックにお
いては、ストレスの比較的高い部署に聞取り調査等をお
こない、職員の健康増進の為、業務上の問題解決に向け
て取り組みました。 
 
 
2413 新入職員研修を引き続き行いました。新入職員向
けに OIST の規則、ルール、また日本の法律についての
モジュールを作成し、研修を提供しました。 
 
 
 
 
2414 英語、日本語両コースとも受講者は FY2016 より
増加しました。英語コースでは 30 のコースが開催され、
受講者は計 543 人でした。日本語コースでは 42 のコー
スが開催され、計 535 人が受講しました。コースはいず
れも OIST 職員、学生、またその家族を対象に行われま
した。英語チームは地域連携セクション、学生課、アカ
デミック・ディベロプメント・セクションへの英語の授
業やセミナーを提供しました。日本語チームはユニッ
ト・ワークショップへの日本語の授業や、恩納村と地域
連携からのサポートで今年度初めて「ホームビジット・
プログラム」を開催しました。プログラムには OIST か
ら 17 名、地域から 12 家族がホストファミリーとして参
加しました。 
 
2415 年次業績評価においては評価を行う際に、部門間
で評価の格差が生じないよう、各標語の定義、および評

 
 
 
 

2411 
A 
 
 
 
 
 

2412 
A 
 
 
 
 
 
 

2413 
A 
 
 
 
 
 

2414 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2415 
A 



平成 29 年度事業計画 指標 平成 29 年度業績 自己 
評価 

 

29 

ド/レンジ制度を維持します。年次業績評価制度の充実を図
り、さらに四半期毎のレビュー、職種の特性に応じ、自己
評価及び評価者の審査を介して、公平性と透明性に配意し
つつ適切に実施します。また、評価の結果について個々の
給与等に反映させます。その際、報酬検討委員会のアドバ
イスを受けて、引き続き、評価の質及び信頼性のあるプロ
セスを確保します。また、新しいマネージャー及び入校職
員にプロセスの説明を行うため、定期的に研修を実施しま
す。 

価する際のポイントを明らかにし、管理職に対し研修を
実施しました。引き続き、四半期毎の面談を推進し、職
員と上長との間のコミュニケーションが定期的に図れ
るようにしました。 

2.5  
コンプライア
ンスの確保 
目標: 

大学経営の全ての面において、コンプライアンスが確
保される体制を構築します。 

   
 

A 

2.5  
コンプライア
ンスの確保 
取組 

2501 副学長（アドミニストレイティブ・コンプライア
ンス担当）において、引き続き、予算執行状況、一定額
以上の調達に係る契約、学内規則類の制定・改正等につ
いて、コンプライアンスの観点から審査を行うこととし
ます。 
 
2502 学内規則類を、関連法令の改正や諸状況の変化に
応じ適時適切に制定・改正するとともに、PRP 審査委
員会を定期的に開催し、規則類全体の整合性を維持しま
す。 
 
2503 業務運営上の意思決定及びその過程については、
公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66  
号）及び同法に基づき整備した学内規則に則り、適切に
文書化するとともに、その管理・保存等を徹底します。 
 
2504 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す
る法律（平成 15 年法律第 59 号）や行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成 25 年法律第 27 号）及びその関連法令、ならびにそれら
に基づき整備した学内規則にのっとり、個人情報の取扱に
ついて適切に対応します。 
 
 
2505 監事による監事監査や上記副学長の下で行う内
部監査によって、規程類の実施状況を含むコンプライア
ンスの状況について、厳格なチェックを行い、その結果
に基づき必要な見直しを行います。 
 

 2501 アドミニストレイティブ・コンプライアンス担当
副学長において、引き続き、予算執行状況、一定額以上
の調達に係る契約、学内規則類の制定・改正等について、
コンプライアンスの観点から審査を行いました。 
 
 
2502 学内規則類を、関連法令の改正や諸状況の変化に
応じ適宜適切に制定・改正しました。また、PRP 審査委
員会を 2 月に開催し、規程類全体の整合性の維持を図り
ました。 
 
2503 業務運営上の意思決定及びその過程については、
公文書等の管理に関する法律及び同法に基づき整備し
た学内規則に則り、適切に文書化するとともに、その管
理・保存等を徹底しました。 
 
2504 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関
する法律（平成 15 年法律第 59 号）や行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律（平成 25 年法律第 27 号）及びその関連法令、な
らびにそれらに基づき整備した学内規則にのっとり、個
人情報の取扱について関係部署に対して助言を行う等
適切に対応しました。 
 
2505 適切な契約・調達及び会計事務を行うため、コン
プライアンスを担当する副学長の下で内部監査計画に
基づき内部監査を実施しました。 
一定額を超える随意契約について、500 万円未満の購入
案件はコンプライアンス・セクション・リーダーが、500

2501 
A 
 
 
 
 

2502 
A 
 
 
 

2503 
A 
 
 
 

2504 
A 
 
 
 
 
 
 

2505 
A 
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2506 本学の全ての役員及び教職員に対して、「利益及
び責務相反の防止」ポリシーの規定に基づき、利益の相
反を生じさせる可能性のある状況の評価を促進するた
め、学外の活動と責務について、毎年度、書面による開
示を実施します。 
 
 
2507 本学の研究活動が関連法令や規制に準拠して実
施されることを引き続き確保します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2508 研究費の不正使用防止のため、新たにOIST着任する
ことが決まったときから、教員、研究者に対し、研究費使用
ルールの周知徹底・意識向上に関する取組を実施していく
等、種々の対策を講じます。 
 
2509 責任ある研究行為が促されるようすべての研究者
と学生に研究倫理教育の受講を徹底します。（再掲。1.2 参照） 
 
 
 
2510 全ての研究者及び学生が関係するガイドラインに
のっとり、適正かつ効率的な研究データの保管・開示が行
えるよう必要なマニュアルや手続き等の整備に向けたイ
ニシアチブを取ります。 

万円を超える案件はさらにアドミニストレイティブ・コ
ンプライアンス担当副学長及び同准副学長がその適切
性を審査しました。 
全職員に受講が義務付けられたコンプライアンス 
研修（アドミニストレイティブ・コンプライアンス部門
主催）について、e-learning（入校者受講必修）による研
修を提供しました。 
 
2506 昨年度に引き続き、本学の全ての役員及び教職員
に対して、「利益及び責務相反の防止」ポリシーの規定
に基づき、利益の相反を生じさせる可能性のある状況の
評価を促進するため、学外の活動と責務について、書面
による公式な開示を求め、その管理と運用を行ないまし
た。 
 
2507 安全衛生に関する一般的な法令遵守事項は、安全
衛生委員会で討議・確認されました。研究・実験計画は、
安全衛生委員会、バイオセーフティ委員会、人対象研究
審査委員会、放射線安全委員会、レーザー安全諮問委員
会及び野外活動安全委員会によって、関連法令/規制に
準拠しているか、安全又は倫理上の問題を含んでないか
審査され、その審査結果を元に機関承認が行われまし
た。また、関連する専門職員が、実験や研究試料に関し
て法令や規制を確認しました。研究者が法令の要件を調
べることが容易になるよう規制対象物質データベース
を立ち上げました。本データベースは、学外者も利用で
きるよう公開し、学術界全体に対しても貢献しました。 
 
2508 新規教員に対して、着任前の面談を通して、OIST
における研究費使用ルールの説明を行った他、着任直後
にも直接詳しくルールの説明を行いました。 
 
 
2509 研究倫理教育に関し、オンラインによって責任あ
る研究行為の概論と本論が受講できるよう整備しまし
た。未受講者については、本人及び/又はその上長に受
講を促し、受講の徹底を図りました。 
 
2510 研究データ保存等に関するガイドラインの説明
会を開催し、研究データ保存等に関する手続きを説明し
ました。また、実際のデータ保管の環境を整え、運用を
開始しました。情報開示については、更なる効率化を検

 
 
 
 
 
 
 
 

2506 
A 
 
 
 
 
 

2507 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2508 
A 
 
 
 

2509 
A 
 
 
 

2510 
B 
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2511 平成 28 年 11 月に発生したダイビングの事案を踏
まえ、設置した６名の外部委員による事故対策委員会の報
告書が平成 29 年４月を目途に作成される。報告書を基に、
OIST における安全衛生への対応策の強化を行います。 

討します。 
 
2511 外部委員で構成された事故調査委員会による報
告書が 2017 年 5 月に学長に報告され、同報告書は、そ
の後学内外に公表されました。報告書及び学内の議論を
元に、野外活動規程を全面改正するとともに外部有機者
4 名と内部委員 2 名からなる野外活動安全委員会を設置
しました。また、野外活動計画の審査の厳格化、野外活
動の内容に応じた必要要件の明確化、ダイビングスキル
チェックの導入、健康診断確認の強化、潜水器管理の徹
底等野外活動全般の安全衛生対策を強化しました。ま
た、野外活動の管理を強化するため、野外活動を担当す
るポジションを設置し、職員を採用しました。11 月を
安全強化月間として設定し、追悼講演、安全衛生に関す
るアップデートセッション、特別安全講演、安全スロー
ガン安全衛生に関する職長教育、安全衛生ポスター掲
示、ヒヤリハットポスター掲示、個人防護具査察等を実
施しました。 
また、学生や経験の浅い OIST の研究者や技術者が研究
安全を含むフィールドワークに必要な技術を身につけ
ることができるよう鈴木祥平研究安全基金を設置し、寄
付金の募集を行いました。 

 
 

2511 
A 

2.6  
情報公開及び
広報活動 
目標: 

本学が急速な成長を遂げる中、教育研究や業務運営に関す
る透明性の確保、及び国民に対する説明責任の履行に向け
た取組が非常に重要となります。国内外から幅広いサポー
トを得るとともに、国際的な認知度を高め、本学の知名度
をよりあげるために、多様なステークホルダーとの間で積
極的にコミュニケーションを図ります。 

   
 

A 

2.6 
情報公開及び
広報活動 
取組: 

2601 本学は引き続き、学校教育法（昭和 22 年法律第 
26 号）や独立行政法人等の保有する情報の公開に関す
る法律（平成 13 年法律第 140 号）等によって公開が
義務付けられる情報について、ウェブサイト等において
適切に公開します。 
 
2602  OIST の外部向け・内部向けのウェブをより質の高
いものにする業務に特化したデジタル・サービス・セクション
（3 名体制）が広報ディヴィジョン内に新設されました。 
 
 
 
 
 

 2601 引き続き、学校教育法や独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法律等によって公開が義務付け
られる情報について、ウェブサイト等において適切に公
開しました。 
 
 
2602 デジタル・サービス・セクションが学内コミュニ
ケーションサイト「TIDA」を新しいクラウド型バージ
ョンに作り変え、Groups ウェブサイトをクラウドに移
管しました。セクションは旧 Directory も新しいクラウ
ド型バージョンに作り変えましたし、この新型 Directory
は IT の新しく導入したアイデンティティー管理データ
ベースの情報を扱います。また、認証が必要なサイトの
殆どを IT が新しく導入した ADFS（認証システム）に

2601 
A 
 
 
 
 

2602 
A+ 
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2603 本学に関して継続的に肯定的な報道がされるよ
う、引き続き、県内外で記者説明会や記者会見等の機会
を積極的に持つよう努めます。平成 29 年度は新しい学長
着任後のタイミングを捉えて、主要報道機関の科学論説委
員らによる OIST ツアーを実現します。 
 
 
 
 
 
2604 大学院大学のウェブサイト、論文発表データベー
ス、及び本学ウェブサイトのニュース・センターを引き
続き改善し、博士課程プログラムや OIST 研究者の論
文発表に関する情報の検索を容易にし、本学の写真やビ
デオ、その他のマルチメディアの活用を促進します。 
 
 
 
 
 
 
2605 Facebook、Twitter や You Tube 等のソーシャ
ル・メディアを更に効果的に活用し、本学のホット・ト
ピックを発信します。 
 
 
 
 
 
 
 
2606 引き続き、学内規則集をウェブサイトに掲載し、
その維持と改善を図ります。 

対応するように改善しました。全てのサイトのメンテと
更新を続けました。デジタル・サービス・セクションが
これからウェブサイトにおいてのブランディングの一
貫性を推進するためのシステムの土台になるものを開
発しました。 
 
2603 8 つの記者会見および記者懇談会を東京と沖縄
において開催するとともに、在京の科学論説委員、在那
覇の報道機関の論説委員・支局長クラスを OIST に招い
た記者懇談会を、開催のタイミングと内容を戦略的に企
画、計 2 回（6 月と 1 月）開催し、OIST の教育研究活
動について関心を高めてもらうとともに、OIST 研究者
や学長をはじめとする OIST 幹部と、これらの影響力を
もつシニアなジャーナリストたちの関係構築を図った
ことで、実際の報道につながりました。 
 
2604 デジタル・サービス・セクションが OIST 初の学
位記授与式のためのウェブサイトと事前登録システム
を開発し、博士課程学生募集のための技術サポートとコ
ンサルティングを提供しました。パブリケーション・デ
ータベースは、2016 年に機関レポジトリー・プロジェ
クトの一環として教員担当学監オフィスに移管しまし
た。 
OIST の写真は Flickr に管理され、そして動画はオリジ
ナル形式で Vimeo によってアーカイブ管理されていま
す。 
 
2605 OIST ソーシャル・メディアにおいては、引き続
きメディアセクション、地域連携セクション、教務科オ
フィスによる活用があり、内外のそれぞれのセクション
の対象となるオーディエンス向けに数多くの情報発信
が行われました。メディアセクションでは写真共有のた
めの Flickr、ビデオ共有のための Vimeo、また写真投稿
サイトのインスタグラムをデジタルサービスセクショ
ンとともに立ち上げ、大学のソーシャル・メディア・プ
ラットフォームの拡充を図りました。 
 
2606 引き続き、学内規則集をウェブサイトに掲載し、
改善を図りました。 

 
 
 
 
 

 
2603 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 

2604 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2605 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 

2606 
A 

第 3 章 財務に関する事項 
3 
財務に関する

引き続き、将来の自立的経営に向けて、競争的研究資金、寄
附金等の外部資金獲得額の増加を図り、財政基盤の強化に
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事項 
目標: 

戦略的に取り組みます。また、キャンパス内外での新たな
ハウジング整備に必要な財務のあり方を検討します。 

A 

3  
財務に関する
事項 
取組: 

（競争的資金）  
3001 平成 28 年度の科研費支援プログラム終了時に実施
したアンケート結果を踏まえ、以下の対策を実施します。 
a）新たに OIST に入校した研究者、若手の研究者、経験の
豊かな研究者等の異なるグループに対して、ターゲットを
絞ったコミュニケーションを行うことで、より手厚いサポ
ートを提供します。 
b）研究者に対し、国内の学会への参加を促し、他の大学
等の研究者とのネットワーク作りを促します。 
c）グラント・ファシリテーターの数を増やし、カバーす
る研究領域を拡大します。 
d）科研費ワークショップの開催時期を秋から夏に前倒し
し、早い段階からの申請準備を促します。 
e）研究者に対するインセンティブプログラムを見直し、
実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3002 外部研究支援セクションでプレアワードを担当す
るマネージャーの下、国内外の資金提供機関の情報ソース

・競争的資金の申請件
数 
 
・競争的資金の採択状
況（件数及び獲得額） 
 
・外部資金の伸び（総
額及び内訳） 

（競争的資金） 
3001 
a) 教員担当学監オフィスから新規教員の情報を入手

し、外部研究資金セクションは新規教員に対し個別
訪問を行い、科研費の申請を含め、外部研究資金セ
クションから提供できる研究支援について紹介し
ました。 

 
b) 個々の研究者と対話できる機会に、国内の学会参加

等を通じてのネットワーク形成を奨めました。 
 
c) グラント・ファシリテーターからの科研費申請書に

対するアドバイスを希望している研究者の研究分
野を事前調査し、薬理学、システム神経科学分野で
それぞれ 1 名ずつ、ファシリテーターを追加しまし
た。合計で 11 名のファシリテーター（うち OIST 教
員が 3 名）となりました。 

 
d) 科研費応募予定者の意識向上のため、4 月から採択

経験が豊富な OIST 教員によるセミナーを企画、実
施しました（“Writing grants for fun and profit:” 4 月 28
日実施） 。また不採択者の今後の計画練り直しの
参考となるよう外部コンサルタントによるセミナ
ーを企画、実施しました（“Decoding KAKENHI 
Screening Results:” 6 月 6 日実施）。応募予定者の科
研費申請準備が円滑に進むよう実施スケジュール
を戦略的に企画し、科研費関連のワークショップ、
セミナー、個別コンサルテーション等を夏から実施
しました。  

 
e) インセンティブ・プログラムの実施開始時期を大き

く前倒しし、研究者が余裕を持って科研費の申請を
できるようにした他、教員向けの新たなインセンテ
ィブ・プログラムの制度設計を行いました。 

 
 
添付資料 3. 1 外部資金・寄付金獲得状況 
 
3002 外部研究資金セクションは、文科省、経産省、科
学技術振興機構、日本学術振興会、米国国立科学財団等

 
3001 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3002 
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を定期的に確認し、研究者に対して、情報提供を行います。
また、文部科学省の諮問機関等による新規の助成金の案内
につながる先行活動についての情報収集を引き続き行い
ます。 
 
 
3003 研究者が民間セクターや産業界の助成金へ応募する
ことを奨励し、翻訳や編集、予算編成等の作成を支援します。 

主要な資金提供機関を訪問しネットワーク形成を行い
ました。例えば「卓越大学院プログラム（仮）」や「国
際共同研究プログラムに基づく日米連携による脳情報
通信研究」など、公募開始前に関連する情報収集活動を
行いました。 
 
3003 技術開発イノベーションセンター（TDIC）では、
国や沖縄県、民間企業が支援する産学連携関連の共同研
究等を管理しています。 
平成 29 年度 
●35件の外部資金情報をOIST研究者コミュニティに提

供 
●18 件の申請書を支援 
●7 件の民間企業との共同研究契約を締結 
●4 件の沖縄県等が支援する産学関連の新規助成金獲

得 
研究者に対する積極的な支援、また国や沖縄県、民間企

業やその他助成機関との連携の結果、事業開発関連の外

部資金は、平成 29 年度は 2 億円以上です。これは平成

25 年に策定された「外部資金獲得のための中期戦略」

の目標値 1.48 億円を上回る結果です。 
さらに、産学連携関連の外部資金は全体の 24％を占め

ています。これは米国の実績ある大学研究機関と比較し

ても高い割合と言えます。 
 

A 
 
 
 
 

 
3003 
A+ 

3 
財務に関する
事項 
取組: 

（寄附金） 
3004 OIST は寄付金を募集するための推進室を立ち上げま
す。 
 
3005 OIST のためのファンドレイジングを始めるために
ファンドレイザーを設立します。 

 （寄附金） 
3004, 3005 広報担当准副学長の支援を受け、ファン
ド・レイジング業務の基盤構築を学長室付シニアアソシ
エイトが引き続き実施しました。本取組みを進めるにあ
たり、日米両国のスペシャリストの参加を得て国内外に
おける寄付金の募集・獲得に向けた基本的メカニズムの
構築を開始しました。 

 
3004 

A 
 

3005 
A 

3 
財務に関する
事項 
取組: 

（新たなハウジングのための財務） 
3006 将来のハウジングのためのタスクフォースを中心
に、新たなハウジングプロジェクトを実現するために必要
な財務のあり方について、PFI,PPP その他の手法を検討し
ます。 

・新たなハウジング・
プロジェクトへの報告
書（財務部分） 

（新たなハウジングのための財務） 
3006 ハウジング・タスクフォースはキャンパス内住宅
のための資金調達方法の分析を完了し、2017 年 9 月に
PFI 手法が適切な方法であると結論付けました。 その
結果を踏まえ、2018 年度に第 1 期のキャンパス内住宅
整備計画を PFI により進める事について内閣府より承
認されました 

 
3006 

A 

第 4 章 沖縄の自立的発展への貢献に関する事項 
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4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
目標 

日本政府による「経済財政運営と改革の基本方針 2016」には
沖縄の発展をイノベーションの発信源へと発展させ、フロ
ントランナーとして日本経済の牽引役となるよう OIST
を中核としたグローバルな知的・産業クラスター（R&D ク
ラスター）の形成を推進する政策が含まれます。技術開発
イノベーションセンターは、国の政策と 2010 年制定の学
園法に記された沖縄の自立的発展に寄与するという本学の
設立目的を実現するために開設されました。技術開発イノ
ベーションセンター（以下 TDIC）は、社会的・経済的利益
のため研究室から生まれた発明の産業界への技術移転を促
進し、OIST 及び沖縄におけるイノベーションの発展を推
進します。TDIC では、沖縄におけるイノベーションを促進
するため技術開発研究、発明と特許、産業界との共同研究、
起業家精神育成、官民機関との連携などを積極的に支援し
ます。 
 
2017 年度において、TDIC では引き続き以下の幅広い取り
組みを行います。 
a）本学の研究室から生まれた発明の同定、特許化を促進し
ます。 
b）産業界との連携による R&D 関連プロジェクト拡大を図
るとともに、産業関連の研究に対する民間・政府からの補
助金による資金源の多様化を進めます。 
c）起業活動によるスピンオフ企業を育成します。 
d）概念実証（POC: Proof of Concept）プログラムによる
発明の商業化を支援します。 
e）R&D クラスター研究プログラムを通して、基礎研究の
進展によるテクノロジーの開発につながるような研究分野
を支援します。 
f）沖縄における R&D クラスター形成を目指し地域、国内、
海外の革新的な官民機関との連携を強化します 
g）科学技術におけるイノベーション成功の要素と指標を理
解し、それらの社会経済への影響を測定します。 

 
沖縄の自立的発展には地元の人々による精力的、包括的かつ
多様な連携と参加が重要となります。この目標に取り組むた
め、OIST が沖縄へもたらす社会的影響を重視し、キャンパ
スツアーや教育的イベントを通して地域社会との結びつき
を深めていきます。また、文化及び地域活動の中心として
大学キャンパスのさらなる発展に努めます。 

   
 

A 

4 
沖縄の自立的

（本学の研究室から生まれた発明の同定、特許化促進） 
4101 本学のミッションである基礎研究を補う、研究者

・知的財産（発明の開
示数、特許申請及び取

（本学の研究室から生まれた発明の同定、特許化促進） 
4101 OIST の電子申請システム（EAS）を介した発明

 
4101 
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発展への貢献
に関する事項 
取組 

からの発明開示手続きを引き続き促進します。 
 
 
 
 
 
4102 効率的かつ戦略的な知的財産の管理や特許出願に
対する助言を得るため、外部の特許専門家の国際的ネット
ワークを拡大します。外部専門家の層を厚くすることで、発
明評価委員会の質の向上を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4103 発明開示、特許に関する費用やコミュニケーション、
期日、顧客関係、ライセンス契約に関する交渉等を管理する
ための知的財産管理システムを実行・使用（第三者による使
用を含む）するための標準的な運用手順を作成します。 
 
 
4104 トレーニングコースや、セミナー、ワークショップの
開催により、引き続き発明や知的財産保護に関する大学全体
の意識の向上に努めます。 

得数等） 
 
 

の開示手順は、技術移転の方向性を分析できるよう更に
改善されました。これにより、市場化への道筋を特定し
やすくなりました。更に、技術ライセンシング・スペシ
ャリストを採用し、化学及び材料科学分野での知的財産
管理業務の強化を図りました。 
 
4102 外部の特許専門家 6 名（アメリカから 4 名、日本
から 2 名）が、既存の外部専門家ネットワークへ組み込
まれました。結果として、5 カ国合計 32 名のネットワ
ークを構築することができました。 
幅広い専門家ネットワークと改善した特許管理手順に
より、平成 29 年度は以下の実績につながりました。  
●発明評価委員会による発明開示の評価 9 件（平成 28
年度）から 13 件へ増加  
●特許出願数 65 件 
●特許取得数 24 件 
 
 
 
4103 延べ 300 件に及ぶ知財ポートフォリオ（250 件を
超す特許出願と、68 件の特許取得）を効率的に管理す
るため、IP 管理システムの利用、および発明者や外部専
門家とのコミュニケーションに関する標準運営手順を
書面化しました。 
 
4104 技術開発イノベーションセンターは OIST コミュ
ニティの特定のグループにターゲットを絞り、発明や知
財の意識向上を促すよう、それぞれのグループに適した
活動を行いました。 
●学生向け：専門能力開発コースとして、日本およびア
メリカにおける特許訴訟専門家による知財に関する基
礎講座  
●全職員向け：新入社員オリエンテーションにて技術開
発イノベーションセンター職員による知財基本方針と
手続きの案内 
●研究者向け：平成 30 年 2 月の JST 新技術説明会に参
加する研究者を対象とした、技術開発イノベーションセ
ンター職員による知財と技術移転に関するより深い教
育 
●研究室向け：研究室を定期的に訪問し、知財や技術開
発イノベーションセンターの業務内容を紹介 
●教員、研究者、学生向け：技術ライセンススペシャリ

A 
 
 

4102 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4103 
A 
 
 
 
 

4104 
A 
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ストにより、希望する教員、研究者、学生との一対一の
面談 
 
添付資料 4. 1 特許状況 
 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（共同研究による R&D 関連プロジェクトの拡大及び産業
関連の研究における民間・政府からの補助金による資金源
の多様化） 
4105 連携可能性のある企業の積極的な調査、長期的な関
係の構築、企業からの訪問や交流の促進により、引き続き、
産業界との研究交流や共同研究を推進します。本学のミッシ
ョンである基礎研究を補い、その研究成果を知的財産とし
て適切に保護するため、研究者からの発明開示を引き続き
促進します。効率的かつ戦略的な知的財産の管理や特許出願
において助言を得るため、外部の特許専門家の国際的ネット
ワークを拡大します。このことにより、外部専門家の層を厚
くし、発明評価委員会における質の向上に努めます。 
 
 
 
 
4106 沖縄県から助成を受けている産業関連の既存の研
究プロジェクトを継続し、外部資金獲得の多様化に向けて、
沖縄科学技術振興ロードマップに沿った新規事業の立案に
向けて調整を行います。また、知識を深め、技術移転を促
進するために、当プロジェクトに関連した学会やシンポジ
ウムに貢献します。 
 
 
 
 
 
 
4107 バイオ・インターナショナル・コンベンションやバ
イオジャパン、ナノテクジャパン等、国内外で広く知られ
るワークショップや展示会への参加を通じて、産業界との
交流や関係構築を推進します。 
 
 
 
 
 

・将来の連携を見込ん
だ企業との正式なコン
タクト数 
 
・産業界との連携事業
数（連携協定、共同研
究契約、特許活用件数
等） 
 

（共同研究による R&D 関連プロジェクトの拡大及び産業
関連の研究における民間・政府からの補助金による資金源
の多様化） 
4105 技術開発イノベーションセンターでは、企業との
連携や共同研究などを推進しています。産学連携や
OIST の研究成果の技術移転の機会を積極的に進めてい
ます。 
●26 件の共同研究等の推進（14 件の新規事業、12 件の
継続事業） 
●英国拠点グローバル企業との新規共同研究を開始（上
記 14 件に含む） 
●8 件の秘密保持契約を締結し、情報交換をとおして新
規プロジェクトの立案を推進 
●50以上の企業についてOIST訪問や展示会等での技術
紹介をとおして共同研究の検討機会を提供 
 
4106 TDIC では、研究ユニット、沖縄県と連携し、沖
縄県科学技術振興ロードマップに沿った産学連携プロ
ジェクトを推進し、4 件の新規プロジェクトが採択され
ました。（4105 合計 26 件に含む） 
●微生物燃料電池（MFC）を活用した土壌浄化 
●MFC を活用した畜産排水処理 
●EV と DC グリッドの融合環境での電力融通実証 
●沖縄生物資源の細胞機能解析・シグナル伝達解析 
 
3 件の継続事業を含め、平成 29 年度は 7 件の沖縄県関
連事業が進められました。 
 
4107 OIST 技術の国内 7 件、海外 2 件の展示会やイベ
ントに参加しました。 
国内 
●BioJapan 2017 
●nano tech 2018 
●沖縄県企業誘致セミナー（大阪・東京） 
●IoT 展 
●沖縄県小規模説明会 
●MEDIX 関西 

 
 
 

4105 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4106 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4107 
A 
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4108 研究者に民間資金、企業や産業関連の助成金への応
募を促し、資金源の多様化を図ります。積極的に予算編成、
校正や翻訳等の面で支援します。また新たな資金源を調査
し、獲得機会に関するデータベースを保持します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4109 引き続き、科学技術のビジネス展開とマーケティン
グに関する専門性を学内で育成することにより、事業開発
に関する取組を促進します。 

●インターネプコン ジャパン 
海外 
●AUTM Central Region Meeting 
●Bio Pharma America 
更に平成 30年 2月に開催された JST新技術説明会では、
80 社を超える企業に対し、OIST 単独で 4 つの特許技術
を紹介しました。OIST の発明者が自身の技術を説明し、
また企業と一対一の面談を行いました。OIST 技術と企
業のニーズがマッチするよう、フォローアップを実行中
です。 
 
4108 TDIC では、政府機関や民間企業からの外部資金
を活用とした技術開発を中心とする研究プロジェクト
を推進しています。 
●35 件の外部資金情報を OIST 研究者コミュニティに
提供 
●18 件の申請書を支援 
●7 件の民間企業との共同研究契約を締結 
●4 件の沖縄県等が支援する産学関連の新規助成金獲
得 
●新たな外部資金獲得のためマーケティング活動をグ
ローバル企業対象に広げた結果、英国を拠点とする国
際的な企業と共同研究を開始 
●共同研究や委託研究の推進を目的とした、企業訪問
の受け入れや情報交換継続 
新しい外部資金を検討した結果、技術開発を目的とし
た研究プロジェクトの金額は、平成 29 年度は 2 億円以
上となりました。これは平成 25 年に策定された「外部
資金獲得のための中期戦略」の目標値 1.48 億円を上回
る結果です。 
平成 29 年度は産学連携（事業開発）活動における外部
資金額が平成 26 年に策定された「外部資金獲得のため
の中期戦略」の目標値を上回る結果となりました。さら
に、産学連携関連の外部資金は全体の 24％を占めてい
ます。これは米国の実績ある大学研究機関と比較しても
高い割合と言えます。 
 
添付資料 4. 2 受託研究等及びイベント 
 
4109 TDICのメンバーは継続して技術移転に関連する
能力開発強化するために、下記のテーマを含む 30 以上
の研修やセミナーに参加しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4108 
A+ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

4109 
A 
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4110 効率的な技術移転を促進するため、産業界のパート
ナーとの共同研究において、OIST の統括弁護士オフィスと
連携し基本契約条件のドラフトや合意書の雛型作成をサ
ポートします。秘密保持契約、研究試料提供契約、共同研究
契約、受託研究契約、ライセンシング、コンサルティング契
約、覚書など産業界との交渉から複雑な一連の契約プロセス
において学内のノウハウを構築します。 

●共同研究契約 
●ベンチャー創出 
●契約締結 
●製品開発や取引 
●産学連携における利益相反 
 
添付資料 4.3 技術移転に関するスタッフの能力開発 
 
4110 TDICは統括弁護士オフィスと連携して契約書の
ひな型の作成を行いました。現在下記のひな型が使用
されています。 
●秘密保持契約書 
●共同研究契約書（企業） 
●委託研究契約書（企業） 
ひな型によって OIST の利益が一貫して明示化され、企
業との交渉が合理的に進めされるようになりました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

4110 
A 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（起業活動によるスピンオフ企業の育成）  
4111  OIST 関連のスタートアップ企業を支援するサー
ビスのパッケージを構築します。これには OIST の施設・
機器の利用、資金調達の支援、商業化の専門家とのネット
ワークが含まれます。また、スタートアップの適性、選考、
支援内容、評価に関するルールを作成・運用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4112  POC プログラムや他の技術開発のプログラムを
通じた技術の商業化支援に重点をおき、起業家精神育成ワ
ークショップを継続して実施します。また、県内において起
業家精神を促進するため、引き続き県内の他大学の学生や
研究員をプログラムへ招聘します。 

・（POC、R&D クラス
ター研究等で）支援を
受けている技術開発研
究プロジェクトの数 

（起業活動によるスピンオフ企業の育成）  
4111 OIST は下記のとおり幅広くスタートアップ企業
を支援しました。 
●起業家育成に関するワークショップやセミナーの提
供 
●多様な技術分野に広がるマーケット調査の提供 
●アドバイザーやメンターとして各種プログラムに協
力する 50 名以上の国内外の専門的ネットワーク 
●スタートアップ企業への資金調達の機会を増やすた
めに NDA や MOU 締結をとおしてベンチャーキャピタ
ルとのネットワーク構築 
●スタートアップ企業や民間企業が OIST 共有機器への
アクセスを可能にするプロセスの検討 
●グローバルな起業家を沖縄に呼び込み、企業成長を支
援するスタートアップ・アクセラレーター・プログラム
を開始 
https://groups.oist.jp/tdic/accelerator-program-0 
●JST START プログラムやその他スタートアップ企業
設立や支援を目的とした助成金への申請支援 
 
4112 ●起業家精神育成を目的とした第 5 回起業家育
成研修プログラムを実施しました。POC 技術を取り上
げ、Lean Startup 手法に基づいた米国の国立科学財団の
I-Corps のワシントン DC ノードの講師を招聘し、3 週間
の集中講座を提供しました。6 ユニットから研究者が参

 
4111 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4112 
A 
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4113  OIST がノウハウや知財の開発を進めている産業
分野の優先順位を定め、特許ポートフォリオや市場調査の
分析を通して、それらの産業分野に関するビジネス知識を
強化します。 
 
 
4114 第 3 研究棟の A 階は、新技術、POC、R&D クラス
ター研究の商業化を支援する「技術開発ラボ」として引き
続き運用していきます。 
 
4115  OIST 発のスタートアップ企業や共同研究の活動
拠点となるキャンパスに隣接するインキュベーター施設の
計画、予算、スケジュール、運用手順を策定します。ベスト
プラクティス確立のため、世界の大学発スタートアップ・イ
ンキュベーター施設のデューデリジェンス調査を行いま
す。 

加しました。 
●Lean Startup 初級コース：12 ユニットから 21 名の参
加者が 1 日集中講座を受講しました。 
●沖縄 J-Adviser 主催の「沖縄ベンチャーマーケット」
を共催しました。日本や台湾から 100 名以上の起業家や
産学関連の参加者がイベントに参加しました。 
●OKINAWA Startup Program（琉球銀行主催、OIST 後援）
が OIST で行われ、スタートアップ企業や起業家、投資
家が一堂に集まりました。 
●沖縄イノベーション&アントレプレナーシップサミ
ット 2018 を開催し、国内外から 20 名のスピーカーを招
聘し、120 名以上の参加者が出席しました。 
 
4113 OIST 知財ポートフォリオの特許ランドスケープ
評価、またライセンス企業や共同研究相手を特定するた
め、技術開発イノベーションセンターでは、世界最大の
知財データを網羅した特許評価システムの試験運用を
開始しました。 
 
4114 第三研究棟の A 階は、引き続き「技術開発ラボ」
として、随時拡大している POC プログラムの各プロジ
ェクトが最大限利用しています。 
 
4115 2017 年 4 月にフィージビリティ・スタディ、デ
ザイン、運営、財務管理などを含むスタートアップ・イ
ンキュベーション施設の設置検討や準備を行うための
タスクフォースが設置されました。TDIC では、タスク
フォースが 2017年 7月 17日に策定した最終レポートに
基づき事業を推進するために各ディビジョンと協力し
ています。500m2 のプレハブ施設が R&D ゾーンに 2018
年 12 月を目途に完成予定です。オープンコンセプトと
する施設の設計などは終了し、建設事業者を選定する入
札準備が進められました。施設の運営に関するガイドラ
インや手順も策定中です。 
セクションの垣根を越えたタスクフォースが設置され
二か月にわたる討議の上、提案事項がまとめられまし
た。タスクフォースでの業務の効率的な運営により、30
年度のプレハブ・インキュベーター施設の予算交渉が進
み、スタートアップ企業の支援を目的とした第一号とな
る施設の実現につながりました。タスクフォースによる
最終提言は、重要な背景分析や幅広い OIST 内セクショ
ンの貢献を反映するものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4113 
A 
 
 
 
 

4114 
A 
 
 

4115 
A+ 
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4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（概念実証（POC: Proof of Concept）プログラムによる発
明の商業化支援） 
4116 研究資金の提供、市場調査や分析、プロジェクト運営
支援、能力開発のための講習会やイベントなどの学習機会、
外部専門家へのアクセスといったサポートを提供し続け
ることにより、POC プログラムで進行中のプロジェクトの
更なる進展を確実なものにします。 
POC プログラムを拡張し、実証済みの技術を更にスケール
アップするためのフェーズ II プログラムを新しく設けま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4117 POC プログラムや他の技術開発プログラムを通
じて産業界のエキスパートやメンターとのネットワーク
を広げることにより、商業化や技術移転の専門家と OIST の
関係性を強化します。技術開発や商業化プロジェクトを更に
促進するために、外部の産業界専門家との関わりを深める
ためのその他の仕組みを模索します。 

 （概念実証（POC: Proof of Concept）プログラムによる発
明の商業化支援） 
4116 POC プログラムは、市場化に至るまでの段階を
二つに分け、開発段階に応じた支援プログラムを整備す
ることにより、より着実にプロジェクトを支援できる仕
組みになりました。ひとつはフィージビリティを実証す
るフェーズ I、もう一方はスケールアップを進めるため
のフェーズ II です。技術の成熟度に応じた最適なサポ
ートを提供することで、プロジェクトの市場化をより着
実に進めていけるようになりました。 
2017 年度における実績は下記の通りです： 
●ヘルスケア、環境、エネルギー、機能性食品の各分野
において、合計 8 つの新しいプロジェクトが POC に採
択されました（フェーズ I が 6 件、フェーズ II が 2 件）。
進行中の POC プロジェクト数は合計 20 件になりまし
た。 
●主に POC プロジェクト参加者を対象に、3 種の研修
を提供しました。（プロジェクト・マネージメント、マ
イクロソフト・プロジェクト・ソフトウェア、ビジネス
プラン作成） 
 
4117 TDIC は外部の技術者や産業界エキスパートとの
ネットワークを拡大することにより、技術開発活動の外
部評価、またはメンター支援を提供する能力を、継続的
に強化しています。2017 年度においては既存のネット
ワークに加え、国内外から新たに 13 名の技術者・産業
界エキスパートと連携することが出来ました。連携エキ
スパートの総数は 50 名を超えました。 
 

 
 

4116 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4117 
A 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（R&D クラスター研究プログラムを通して基礎研究の進
歩によるテクノロジーの開発につながる研究分野への支
援） 
4118  R&D クラスターリサーチプログラムは、OIST が
沖縄に位置するという特異的な強みを活かし、専門性を高
めている技術分野において、学際的に研究チームが形成さ
れるように支援を続けます。もともとは 7 研究ユニットに
おいて発足しましたが、R&D クラスターリサーチプログ
ラムは、新しいコンセプト、機器、方法、技術、または製
造方法や分析方法などを開発出来るような、高度に革新的
な研究にフォーカスするものに進化していきました。
R&D クラスターリサーチの資金は、研究の開発、応用、

 （R&D クラスター研究プログラムを通して基礎研究の進
歩によるテクノロジーの開発につながる研究分野への支
援） 
4118 2017 年度は R&D クラスター・リサーチ・プログ
ラムの最終年度でした。プログラム全体としては、主に
下記の成果を達成しました。 
●7 プロジェクトを採択 
●64 文献の発表 
●5 つの発明 
●スタートアップ 1 社設立 
●外部資金 7400 万円の獲得 
●22 のニュース記事 

 
 
 

4118 
A 
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実用化を行う、現行または将来のプロジェクトをサポート
します。これらの、しっかりと焦点を合わせたプロジェク
トはまた、産業界から政府機関、そして地域のコミュニテ
ィといった、OIST 外部のパートナーとの交流を数多く促
進します。 
R＆D クラスターリサーチプログラムの管理は、OIST の
他の関連プログラムとうまく統合させるべく、技術開発イ
ノベーションセンターに新設された R&D クラスターリ
サーチプログラムセクションに、POC（プルーフ・オブ・
コンセプト）プログラムと一緒に移管されました。資格要
件、選考、評価といった手順は、新しいセクションにおけ
るプログラムの管理運営体制の中で統合され、更に発展し
ていきます。 

●39 の共同研究 
いくつかの発明は POC プログラムへと引き継がれ、更
なる開発が進められています。このことは、R&D クラ
スター・リサーチ・プロジェクトが新技術開発のパイプ
ラインとして成功裏に機能したことを示しています。ま
た、いくつかのプロジェクトは民間企業との共同研究と
して継続することが見込まれています。 
 
R&D クラスター・リサーチ・プログラムの運営経験を
活かし、TDIC は新たなイニシアチブとして、イノベー
ション・テクノロジー研究（ITR）を創設いたしました。
このプログラムは、差し迫った社会的課題を解決する目
的のもとに、新技術の開発を行う研究を支援します。ま
た、既存の POC フェーズ I またはフェーズ II へと繋が
る道筋を見据え、POC プログラム支援メニューの開発
早期段階項目として組み込まれます。2017 年度末には、
ITR プログラムが公募されました。2018 年度の早期に
は、新プロジェクトが採択される予定です。 
 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（沖縄の R&D クラスター形成を目指し地域、国内、海外
の革新的な官民機関との連携強化） 
4119 大学コンソーシアム、科学技術振興センター、公社、
公庫をはじめとする県内の様々な機関及び国内の産業技術
総合研究所（AIST）、科学技術振興機構（JST）、地域経済活性
化支援機構（REVIC）等との交流機会を設け、技術移転や
知的・産業クラスターの発展促進に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4120 OIST のインキュベーター施設の計画を幅広
い R&D クラスター開発計画と整合させ、共同開発を促進
し OIST を中核とする技術革新のエコシステムの拠点とし
て計画します。インキュベーター運営の国際的専門家を招

 
・イノベーション、技
術開発、R&D クラスタ
ー開発関連トピックに
おいて OIST が企画ま
たは主催したシンポジ
ウム、会議、ワークシ
ョップの数 
 
・イノベーション、技
術開発、R&D クラスタ
ー開発関連トピックに
おけるイベント、コー
ス、シンポジウム、会
議、ワークショップ、
セミナーの参加者の数 
 

（沖縄の R&D クラスター形成を目指し地域、国内、海外
の革新的な官民機関との連携強化） 
4119 TDIC は R&D クラスター形成の促進のため、外
部機関との交流機会を多数設けました。 
●大学コンソーシアム沖縄に引き続き参加し取り組み
を支援しました。 
●沖縄科学技術振興ロードマップ推進会議のメンバー
として引き続き会合に参加しました。 
●科学技術振興機構と共に、４つの OIST 特許技術に絞
った技術ショーケースを開催し、80 社以上の企業がイ
ベントへの参加登録をしました。 
●日本の大手ベンチャー・キャピタル 2 社と技術開発お
よびスタートアップへの支援に関する秘密保持契約を
締結しました。 
●日本の大企業の一社による訪問をホストし、起業家の
育成、技術開発における企業との共同研究、スタートア
ップへの投資のための共同プロジェクトの可能性につ
いて議論を行いました。 
 
4120 OIST を中心としたイノベーション・エコシステ
ムを沖縄に形成するという展望の実現に向けて、インキ
ュベーション施設は鍵を握ります。 
●OIST を中核とするイノベーション・エコシステム形

 
 

4119 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4120 
A+ 
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き沖縄の起業家活動を加速させる戦略アドバイスを取り入
れます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4121  R&D クラスター開発に関して、内閣府、沖縄県及
びその他の重要な機関と緊密に連携し、沖縄におけ
る R&D クラスターを構築するための特定の活動を固めま
す。これらには、推進活動のサポート、沖縄県の事業戦略
会議への参加、またベストプラクティスを共有し導入する
ための国際コミュニティとの連携も含まれます。 
 
 
 
 
 
 

成に向けた戦略計画には、下記活動の推進が含まれてい
ます。 
POC、技術移転（ライセンシング）、産学連携、起業家
精神教育、スタートアップアクセラレータープログラ
ム、インキュベーション施設、R&D クラスター推進 
●インキュベーション施設は、OIST スタートアップに
限らず、アクセラレーター・プログラムによって選ばれ
たスタートアップ企業、共同研究企業など、様々な企業
や起業家が集まる施設としてデザインされ、整備される
予定です。よって、研究者や起業家、企業家、投資家な
ど多様なコミュニティが集まるプラットフォームとし
て活用され、OIST を中心としたイノベーション・エコ
システムの形成につながります。 
●グローバルな起業家を沖縄に呼び込み、企業成長を支
援するスタートアップ・アクセラレータ・プログラムを
開始しました 
https://groups.oist.jp/tdic/accelerator-program-0 
TDIC では新規ビジネスや OIST を中核としたイノベー
ション・エコシステムの構築につながる技術移転（ライ
センス）やスタートアップを促進するため、国内外の企
業やベンチャー・キャピタルとのネットワークや連携体
制を整備しています。また、平成 29 年度の TDIC の実
績として、日本のベンチャー・キャピタルと 3 件の NDA
（秘密保持契約）及び MOU を締結、沖縄県とスタート
アップを支援する新しいプログラムにおける協業、琉球
銀行とのスタートアップ・ピッチ・イベント共催、ベン
チャー・キャピタル３社と起業家７名がそれぞれの会社
のプレゼンを行った起業家育成イベントの主催などが
挙げられます。 
 
4121 TDIC では沖縄における R&D クラスター形成に
向けた活動のために内閣府や沖縄県と継続して意見交
換を行いました。 
●創造力豊かな国内外の起業家たちの新規スタートア
ップを沖縄に引寄せることを目的としたインキュベー
ター施設やスタートアップ・アクセラレーター・プログ
ラムへの支援拡大に向けて沖縄県との連携を図りまし
た。 
●内閣府と連携のうえ、OIST を中核とするイノベーシ
ョン・エコシステムの戦略計画の草案を作成しました。 
●幹部職員から一般職員までの幅広いレベルで連携を
図り沖縄科学技術振興ロードマップ策定しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4121 
A 
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4122 社会や経済の繁栄確保のためのイノベーションの役
割を考慮するために国際セミナー、ワークショップ及びシ
ンポジウムを企画します。また、R&D クラスター専門家の
国際コミュニティと関係を築くとともに、沖縄で将来的に
発展可能な技術分野について調査を行います。 

●経済同友会の会員として沖縄産学官協働人材育成円
卓会議に参加しました 
 
4122 2017 年度、OIST は以下のような一連のイノベーシ
ョン・イベントを開催しました。 
●2017年7月：イノベーション・セミナー・シリーズ（OIST）
－“サイエンスからビジネスへ”、本蔵俊彦氏、クオンタ
ム・バイオシステムズ株式会社社長 
●2018年1月：イノベーション・セミナー・シリーズ（OIST）
－“起業、失敗そして回復”、山川恭弘博士、バブソンカ
レッジ（米国） 
●2018 年 1 月：OIST フォーラム（東京）“世界的視野と社
会貢献〜科学の役割とは？” 
●2018 年 2 月：米国科学振興協会年次総会科学セッション
（米国、テキサス）“研究と産業界のイノベーションギャ
ップをなくす” 
●2018 年 3 月：米国 Sultan Ventures 社オマール・サルタン
氏とのファイアーサイド・チャット：ベンチャーキャピタ
ルとスタートアップについて 
●2018 年 3 月：沖縄イノベーション＆アントレプレナーシ
ップ・サミット（OIST）－ 国内外から 20 名の講演者およ
び 132 名の出席者が参加 
（https://groups.oist.jp/tdic/okinawa-innovation-and-entrepreneu
rship-summit-2018）  
 

 
 
 

4122 
A 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（科学技術におけるイノベーションの成功要素と指標を
理解し、それらの社会経済への影響を測定） 
4123  OIST 及び沖縄においてイノベーション指標の分
析を進めるために必要な産学官連携体制を構築します。こ
の分析結果を OIST の R&D クラスター戦略に活用しま
す。沖縄における技術イノベーション指標開発に使用でき
る統計データを作成・蓄積する手法を発展させる作業を行
い、社会経済的な影響を分析します。 

 （科学技術におけるイノベーションの成功要素と指標を
理解し、それらの社会経済への影響を測定） 
4123  
●2017 年度の『沖縄におけるイノベーション・エコシステ
ム形成に向けた実践的調査』において日本経済研究所と連
携しOIST 研究活動報資料を作成しました。 
●海外や沖縄県内の経済動向やデータなどの情報交換の
ために沖縄振興開発金融公庫との覚書を更新しました。 
●生産指標や技術革新の影響の分析のため、米大使館によ
るサイエンス・フェロー派遣の受け入れを申請しました。 
 

 
 

4123 
A 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（地域連携に関する取組） 
4124 引き続き、県立中部病院や南部医療センター、琉球大
学医学部等地域の核となる医療機関との交流プログラムを
実施し、科学講演会を開催します。 
 
4125 引き続き多くの訪問者（県内の企業や各種協会等の団

・視察や来訪者の数
（オープン・キャンパ
スへの来訪者数を含
む） 
 
・キャンパスを訪れた

（地域連携に関する取組） 
4124 沖縄県からの紹介により、県内医療関係者が主催
する「ハーバード大学医学部臨床研究教育プログラム」の
ワークショップの開催に協力しました。  
 
4125 県教育委員会、各学校への文書による案内、また

 
4124 

A 
 
 

4125 
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体も含む）を得られるよう努めます。 
 
 
 
4126 本学キャンパスで 8 度目となるサイエンス･フェス
タ（オープン・キャンパス）を実施するとともに、地域の
中・高校生や地域住民のイベント参画を促進します。 
 
 
 
4127 沖縄県内の児童・生徒に、世界最先端の研究環境を体
感し、科学技術分野での進学又は就職への関心を高めても
らうことを目的として、県内学校からの本学キャンパス訪
問を積極的に受け入れます。特に、沖縄県教育委員会や県内
各高等学校と緊密に連携し、県内の全ての高等学校を対象と
する訪問プログラムを引き続き推進します。また小・中学校
児童生徒による見学も促進します。 
 
4128 県や観光組織との連携により、高度な科学技術教
育プログラムを行う本土のスーパー・サイエンス・ハイス
クールの本学への訪問を引き続き実施・強化します。 
 
 
4129 引き続き、全ての学年の児童・学生に対して、本学の
教員や外部の著名な科学者による講演会を開催します。 
 
 
4130 恩納村と協力して、第 8 回恩納村・OIST こども科
学教室を開催します。 
 
 
 
 
 
4131 地元の人々に本学に訪問してもらうために、本学の講
堂や他の施設を活用し、コンサート、展示会等文化的なイベ
ントを開催します。 
 
4132 地元教育委員会による英語教育に関する会議及び
地元の学校で実施される英語講座への本学関係者の参加
促進等により、子供達の英語力及び異文化理解を深める
ために、地元の学校に協力をします。 

県内児童・生徒数 
 
・県内児童・生徒を対
象とした講義やイベ
ントの数 
 

OIST ウェブサイトを通じての広報により、32,083 名（サ
イエンス・フェスタ入場者 5,300 名を含む）の訪問者が
ありました。 
 
4126 サイエンス・フェスタ 2017（一般公開）を開催
し、5,300 名の皆様に 39 の科学プログラムを楽しんでい
ただきました。350 名の OIST 教員・研究員・学生・事
務職員等がボランティアとして参加し、また恩納村の小
中学生 5 名が放送ボランティアとして参加しました。 
 
4127 沖縄県教育委員会および各地区教育事務所を通
じ周知の結果、高校 16 校、1,473 名、中学校 12 校、730
名、小学校 25 校、1,597 名、合計 3,800 名を受入れ、本
学の教育、研究について紹介しました。 
 
 
 
 
4128 東京等で開催される修学旅行フェアに参加する
等情報発信し SSH 校 9 校 608 名の生徒が本学を訪問し
ました。（その他高校含め県外全体 19 校 1,333 名） 
  
 
4129 サイエンス・フェスタにハワイ天文台および理化
学研究所より講師を招聘し、講演を実施しました。 
  
 
4130  8月21日から25日の5日間第 8 回恩納村・OIST 
こども科学教室を開催し、6 クラス 113 名の児童が参加
しました。29 名の OIST ティーチング・スタッフに加え、
OIST 職員 50 名、役場職員 6 名、恩納村学校教員 14 名、
10 名の大学生インターンがボランティアとして教室を
手伝いました。 
 
4131 沖縄県立芸術大学との連携等美術展（2 件）、音
楽コンサート（4 件）、琉球伝統芸能（1）、演劇（1）を
開催し多くの地域住民が参加しました。  
 
4132  OIST と恩納小学校が共同で実施しているイン
ターナショナル・クラスは引き続き成功を収めていま
す。出席している生徒は 9 名です。OIST はこのプログ
ラムのためにティーチング・スタッフを提供していま

A 
 
 
 

4126 
A+ 

 
 
 
 

4127 
A+ 

 
 
 
 
 
 

4128 
A 
 
 
 

4129 
A 
 
 

4130 
A+ 

 
 
 
 
 

4131 
A 
 
 

4132 
A 
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す。 
恩納村教育委員会主催の「英語ストーリー・スピーチコ
ンテスト」をキャンパス内で開催し、英語教師と広報デ
ィビジョンスタッフが審査員を務めました。また、恩納
村役場、谷茶区等に協力を求め、OIST で日本語を学ん
でいるスタッフおよび学生と恩納村内ホストファミリ
ーを対象にホームビジット・プログラムを開催し OIST
スタッフ 17 名を 12 家族が受入れ交流しました。 

4 
沖縄の自立的
発展への貢献
に関する事項 
取組 

（その他の取組） 
4133 引き続き、優秀な県内出身者の雇用に努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4134 「沖縄の産業まつり」等に参加したように、引き続き、
県内の主な文化的、産業的、学術的イベントに参加します。
また、米国総領事館及び沖縄県と連携し、沖縄で主要な科学
教育競技の一つとなっている、高校生を対象とした起業の
ための研究能力を競う科学イベント「SCORE」を引き続き
実施します。 
 
 
4135  OIST ファンクラブを設立し、会員への OIST 情報
提供、イベントへ参画する機会を提供します。 
 
4136 引き続き琉球大学その他の県内大学インターン生
を受入れ、広報ディビジョン内の業務を経験させるととも
に本学学生等との交流も促進します。 
 
 
 
4137 離島地域での出前授業を若手研究員、学生の協力を
得て継続実施します。 
 
 

・沖縄出身の職員数
（研究者、事務系職員
等） 
 
・本学で開催された外
部主催の国際会議及
びワークショップの
数、及びその参加者数 

（その他の取組） 
4133 昨年度と比較し、県内出身者は 11 名増加しまし
た。 
 
 

 
4134 沖縄県内の那覇および本島各地域で開催される
「IT 津梁まつり」、「沖縄青少年科学作品展」「名護サイ
エンス・フェスタ」等に参加し、OIST について紹介す
るとともに科学デモを行いました。また、第 5 回 SCORE
を開催し、県内高校 11 校から 14 チームが参加し研究お
よび社会での応用についての提案を競いました。 
  
4135  OIST ファンクラブの骨子案を作成し学内役員
会でコンセンサスを得ました。 
  
4136 琉球大学、名桜大学、沖縄キリスト教学院大学か
ら地域連携業務に 2 名、通訳業務に 6 名、計 8 名の学生
を受入れそれぞれ業務を体験し、本学の各部門職員、学
生とも意見交換等交流しました。学生達は「こども科学
教室」の業務にも携わりました。 
  
4137 離島（宮古島、座間味島、石垣島および波照間島）
にて若手研究員、学生による講演、科学デモンストレー
ション、トークを実施しました。 
 

  事務職他 技術員 研究員 合計 割合 
沖縄県
出身者 122 16 57 195 23.84

% 

県外 140 60 423 623 76.16
% 

合計 262 76 480 818 100.0
% 

 
4133 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4134 
A 
 
 
 
 
 

4135 
B 
 

4136 
A 
 
 
 
 

4137 
A+ 
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4138 沖縄県及び沖縄観光コンベンションビューローと
連携し、より多くの外部主催の国際会議・ワークショップ
が本学で開催されるよう図ります。 

4138 カンファレンス・センターやメインキャンパス及び
シーサイド・ハウスの会議施設を積極的に外部の団体など
に貸し出し、20 件の外部機関主催・共催学術会議、および
58 件のその他外部団体イベントでのべ 8,209 人が施設を利
用しました。 
特筆すべきイベントとしては、日本で初めての開催となっ
た「ハーバード大学医学部臨床研究教育プログラム」のワ
ークショップや、「第 14 回全国大学コンソーシアム研究交
流フォーラム」、「サンゴ礁大規模白化緊急対策会議」、日
本学術振興会科学研究費補助金による複数の新学術領域
研究会開催の会場となったことなどがあげられます。 
 

4138 
A+ 

第 5 章 キャンパス整備・大学コミュニティの形成、安全確保及び環境への配慮に関する事項 
5.1 
キャンパス整
備 
目標 

引き続き、本学は、計画通り、キャンパスの整備を進
めます。 

   
 

A 

5.1  
キャンパス整
備 
取組: 

5101  OIST の段階的拡張に沿って、平成 26 年度に作成さ
れたマスター・プランに基づき、実現性の検討を引き続き
行います。 
 
 
 
 
5102 将来の研究棟建設ついて、実現性を検討し計画しま
す。 
 
 
 
 
5103 第 4 研究棟の建設を続けます。 
 
 
 
 
 
 
 
5104 引き続き、将来の R&D ゾーン及びオン・キャンパ
ス・ハウジングの建設について、インフラ及び土木工事の
コスト分析及び実現性を検討します。第 4 研究棟につなが
る道路や橋を含めた設備やインフラの建設に着手します。 

 5101 キャンパス内ハウジング、ラボ 5、インキュベー
ター施設を含む将来用施設のコンセプトスタディを行
いました。これには、新しい道路、土木工事、新しい施
設のためのインフラ工事も含まれています。教員を 100
名に拡充するフェーズ II 計画に沿ったラボ 5 のプログ
ラミングを完了しました。 
 
5102 国内外コンサルタントおよび学内関係部署と緊
密に協力し、新しい実験動物施設を含むラボ 5 のプログ
ラミングを行いました。2018 年 2 月にプログラミング
を完了し、重要な将来の施設の構成要素をより明確に把
握することができました。 
 
5103 国内、特に沖縄における請負業者の不足や建設コ
ストの増加といった予期せぬ問題が有りましたが、建
設、機械、電気工事請負業者を確保する事が出来ました。
また、数億円規模の初期費用削減のみならず、CO2 量を
20％程度削減可能な革新的なエネルギー供給システム
（ESP）の実現に向けて取り組みました。2017 年度に計
画されていたすべての契約業務を完了しました。 
 
5104 将来のキャンパス内ハウジングおよび R&D ゾー
ンのフィージビリティ・スタディが計画どおりに完了
し、インフラのコンセプト計画を行いました。また、両
プロジェクトの予算を積算し、内閣府に提出しました。

5101 
A 
 
 
 
 
 

5102 
A 
 
 
 
 

5103 
B 
 
 
 
 
 
 

5104 
A 
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5105 将来のオン・キャンパス・ハウジングについて、
計画及びコンセプト・スタディーを引き続き行います。公
共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平
成 12 年法律第 127 号）に基づき、引き続き、入札スケジュ
ールや結果等の入札及び契約に係る情報の事前・事後の公開
等を行い、透明性の確保を図ります。 
 
5106 将来のオンキャンパス・ハウジングに関する予算
スケジュールの完成及び調査をします。 
 
5107 引き続き、リサーチ・インキュベーター施設を含
む R&D ゾーン開発に関する計画、コスト・スタディー、コ
ンセプト・デザインを実施します。 
 
 
 
 
 
5108 既存のキャンパス・ビルディング及び施設の運用及
び維持を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
5109 透明性を確保するため、公共工事の入札及び契約の適
正化の促進に関する法律（平成12 年法律第 127 号）に基づ
き、入札スケジュールや結果等の入札前後の情報開示を引
き続き推進します。 
 

その後、住宅用インフラの設計および、 R＆D ゾーン
のインフラ設計、プレハブ施設建設について承認されま
した。 
 
5105, 5106 2017 年度に完了した将来のキャンパス内
ハウジングのコンセプト・スタディに基づき、コンサル
タントと共に、予算措置に関するフィージビリティ・ス
タディを実施しました。その結果、住宅プロジェクトの
資金調達の方法として、PFI 手法が選択されました。ま
た、内閣府より第 1 期整備計画及びインフラ整備に必要
な年度内予算が承認されました。 
 
 
5107  R&Dゾーン内のインキュベーター施設の第1期
のコンセプト・プランと、予算見積りが完了しました。 
2018 年度に設計と建設予定の 500 平方メートルのイン
キュベーター施設の予算が承認され、同施設の設計・建
設が 2018 年度に進められます。これに続き、1000 平方
メートルのインキュベーター施設の建設が計画されま
す。 
 
5108 エンジニアリング・サポートビルとマリン・サイ
エンス・ステーションが追加されたことで、メインキャ
ンパス、シーサイド、瀬良垣の 3 カ所の OIST 施設の合
計規模は 10 万平方メートルを超え、ユーザーの数は約
10％増加しました。これらの施設は、引き続き、すべて、
施設管理ディビジョンおよび契約に基づき委託された
外部のメンテナンス請負業者と共に、大きなインシデン
ト等もなく運営、維持されました。 
 
5109 施設管理ディビジョン内の契約チームは、2017
年度内に大小合わせて 2000 件以上の契約および購入依
頼案件を処理しました。内外の監査および契約監視委員
会においていくつかの契約が無作為に選定され審査さ
れましたが、すべてにおいて規則に基づき適切な入札が
実施されていると判断されました。 

 
 
 
 

5105 
A 
 
 
 

5106 
A 
 
 

5107 
A 
 
 
 
 
 
 

5108 
A 
 
 
 
 
 
 
 

5109 
A 
 

5.2  
大学コミュニ
ティの形成、
子弟の教育・
保育環境の向
上 

職員及び学生やその家族を含む大学コミュニティの発展
は、大学運営を成功させる上でも重要であることから、引
き続きその推進に努めます。人員及びサービスの拡大や、
リソース・センターやチャイルド・ディベロップメント・
センター（CDC）を通じて、教職員の教育及び保育環境の
向上を図ります。また、今後とも増加が見込まれる職員、

   
 

A 
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目標 学生及びその家族のため、キャンパス内外での新たなハウジ
ング整備について検討を進めます。 

5.2 
大学コミュニ
ティの形成、
子弟の教育・
保育環境の向
上 
取組 

（大学コミュニティの形成）  
5201 リソース・センター、がんじゅうサービスによる福利
厚生プログラムの実施、内部コミュニケーションサイトの充
実、生活関連情報の提供、職員やその家族による活動、リソ
ース・センター、がんじゅうサービスによるイベントの開催
等、職員を始め、その家族も含む大学コミュニティの生活
水準の向上を図る取組を引き続き進めます。 
 
 
5202  OIST が拡大するにつれ、公認クラブの数も増えて
いるため、大学の基本方針やルールに違反しないよう適切
に管理することが必要です。2017 年度からはリソース・セ
ンターが管理業務を行います。 
 
 
 
5203 レジストレーションデスクは引き続き客員研究
員、招聘ゲストの窓口として対象者をデータベースに登録
をし、受入支援を行います。この機能は現在リソース・セン
ターがウェブサイトの強化等により担っています。 
 
 
5204 将来のハウジングのためのタスクフォースにおい
て、今後のキャンパス内外におけるハウジング整備のあり
方を検討します。 

 （大学コミュニティの形成） 
5201  OIST 職員を始め、その家族も含む大学コミュニ
ティの生活水準の向上を図るため、沖縄の情報、生活
関連情報を提供しました。 
 
 
 
 
 
5202 OIST におけるソーシャル・アクティビティは拡
大を続け、新しい 4 つのクラブ活動が設置されました。 
リソース・センターと打ち合わせを行い、公認クラブの
ルール改定のための議論を進めるとともに、クラブの活
動場所を確保するため施設管理ディビジョンとの調整
を行ないました。 
 
5203 レジストレーション・デスクは引き続きリソース
センターにより円滑に運営されました。リサーチ・ユニ
ット・アドミニストレーターの問い合わせ等に対応し、
招聘する研究者への ID 発行等を行いました。（2409 再
掲）  
 
5204 ハウジング・タスクフォースはキャンパス内住宅
のための資金調達方法の分析を完了し、2017 年 9 月に
PFI 手法が適切な方法であると結論付けました。 その
結果を踏まえ、2018 年度に第 1 期のキャンパス内住宅
整備計画を進める事について内閣府より承認されまし
た。（3006 再掲） 

 
5201 

A 
 
 
 
 
 
 

5202 
A 
 
 
 
 
 

5203 
A 
 
 
 
 

5204 
A 

5.2 
大学コミュニ
ティの形成、
子弟の教育・
保育環境の向
上 
取組 

（子弟の教育・保育環境） 
5205  CDC 施設や放課後クラスを活用し、引き続き質の
高い、完全なバイリンガルの保育、学童保育及びホリデー
プログラムを適切な受益者負担のもと提供します。CDC 運
営委員会は、引き続き四半期に一度会議を開くとともに、
CDC 財務委員会会議を別途行うことにより、園の予算につ
いて厳重な注意が常に払われるよう徹底します。これらプロ
グラムに参加する子弟の数は着実に増加しています。
CDC の規模を拡充し、また、放課後クラスの運営等によ
り対応していきます。 
 
5206 教職員及び学生の子弟の教育環境の向上を図るた

 （子弟の教育・保育環境） 
5205 CDC 施設や放課後クラスを活用し、引き続き質の
高い、完全なバイリンガルの保育、学童保育及びホリデー・
プログラムを提供しました。32 名の保育士、4 名の事務職
員が在籍し、子供の教育をサポートしました。 
また、CDC 運営委員会（4回）、及びCDC 財務委員会（2
回）の管理の下、適切に予算を執行しました。 
 
 
 
 
5206 OIST と恩納小学校が共同で実施しているインタ

 
5205 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 

5206 
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め、引き続き沖縄県や恩納村等の関係する地方公共団体と
連携・協力し、英語による教育を受ける機会の拡大に努めま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
5207 恩納小学校での英語教育プログラムなど教職員・学
生の子弟にとって有効な教育の機会を提供していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5208 平成 29 年度には、職員とその家族に対して提供され
る英語及び日本語クラスの数を維持します。語学訓練への需
要は非常に高く、英語と日本語におけるコミュニケーション
能力は本学の成功の土台です。（再掲。2.4 参照） 

ーナショナル・クラスを引き続き運営しました。出席し
ている生徒は 9 名です。OIST はこのプログラムのため
にティーチング・スタッフを提供しています。（4132 再
掲）  
また、教職員・学生の子供の教育機会の選択肢を豊かに
するため、沖縄県・恩納村との連携を進めました。特に
恩納村教育委員会とは定例的に意見交換の場を持つと
ともに、平成 30 年度に同村が設置する新中学校の設立
構想委員会の教育課程部会のメンバーに本学からも入
ることの同意を得ました。 
 
5207  OIST と恩納小学校が共同で実施しているイン
ターナショナル・クラスは引き続き成功を収めていま
す。出席している生徒は 9 名です。OIST はこのプログ
ラムのために引き続きティーチング・スタッフを提供し
ました。（4132 再掲） 
恩納村教育委員会主催の「英語ストーリー・スピーチコ
ンテスト」をキャンパス内で開催し、英語教師と広報デ
ィビジョンスタッフが審査員を務めました。また、恩納
村役場、谷茶区等に協力を求め、OIST で日本語を学ん
でいるスタッフおよび学生と恩納村内ホストファミリ
ーを対象にホームビジット・プログラムを開催し OIST
スタッフ 17 名を 12 家族が受入れ交流しました。（4132
再掲） 
 
5208 英語、日本語両コースとも受講者は FY2016 より
増加しました。英語コースでは 30 のコースが開催され、
受講者は計 543 人でした。日本語コースでは 42 のコー
スが開催され、計 543 人が受講しました。コースはいず
れも OIST 職員、学生、またその家族を対象に行われま
した。英語チームは地域連携セクション、学生課、アカ
デミックディベロプメントセクションへの英語の授業
やセミナーを提供しました。日本語チームはユニットワ
ークショップへの日本語の授業や、恩納村と地域連携か
らのサポートで今年度初めて「ホームビジット・プログ
ラム」を開催しました。プログラムには OIST から 17
名、地域から 12 家族がホストファミリーとして参加し
ました。（2414 再掲） 

A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5207 
A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5208 
A+ 

5.2 
大学コミュニ
ティの形成、
子弟の教育・

（学生支援） 
5209 学生に対し、良好な社会的・心理的な環境を提供
するため、福利厚生を含む様々な支援活動を推進しま
す。（1.1 参照） 

 （学生支援） 
5209  
・学生支援： 県内の他大学に在籍する学生から、ピア・
メンター・プログラムを通し日常生活に関する支援が継

 
5209 

A 
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保育環境の向
上 
取組 

 
 
 
 
5210 引き続き、学生や OIST メンバーためのスポーツ、
レクリエーション、社会活動の場を改善するよう努めます。 

続して提供されました。  
・全般的な生活支援： 社会文化見学や交流会を企画・
開催し、県内の他大学の学生との交流を図りました。 
 
5210 シーサイド・ハウスをコミュニティ・センターと
して利用する計画が検討され、またメインキャンパス内
の学長公邸の社会活動のための利用が始まりました。 

 
 
 
 

5210 
A 

5.3 
安全の確保及
び環境への配
慮 
目標 （1） 

リスク・マネジメントの取組を行うとともに、災害か
ら教職員、学生、訪問者等を守るため、必要な防災対
策を実施します。 

   
 

A 

5.3 
安全の確保及
び環境への配
慮 
取組 （1） 

5301 引き続き、大学運営に関する様々なリスクに対応
するためのリスク・マネジメント計画を策定します。 
 
 
 
 
5302 職員や学生に対し、安全に関する必要な研修を実
施します。 
 
 
 
 
5303 恩納村とも協力しながら、災害に強いキャンパス
作りを進め、災害の際にはキャンパス施設を近隣住民の
避難場所として提供します。 

 5301 関連する部署と協力して、安全対策や自然災害へ
の備えが強化され、緊急事態や事業の持続可能性のため
の改善計画がより詳細に検討されました。また、恩納村
役場と谷茶区を含む地域社会との災害発生時における
協力を継続しました。 
 
5302 安全に関する新たな教育訓練「安全衛生の基本」、
「寒剤の安全」及び「高圧ガスの安全」の提供を開始し
ました。また、教室／オンライン教育訓練に加えて、化
学安全、バイオセーフティ、レーザー安全及び放射線安
全について実地教育訓練を開始しました。 
 
5303 関連する部署と協力して、安全対策や自然災害へ
の備えが強化され、緊急事態や事業の持続可能性のため
の改善計画がより詳細に検討されました。また、恩納村
役場と谷茶区を含む地域社会との災害発生時における
協力を継続しました。（5301 再掲） 

5301 
A 
 
 
 
 

5302 
A 
 
 
 
 

5303 
A 

5.3 
安全の確保及
び環境への配
慮 
目標 （2） 

環境に配慮しながら事業を実施します。    
 
 

5.3 
安全の確保及
び環境への配
慮 
取組 （2） 

5304 引き続き、リサイクル製品の使用を推進します。 
 
 
5305 引き続き、温室効果ガス排出量とエネルギー消費
を把握し、その抑制に努めます。 
 
 
 

 5304 リサイクル可能な製品の使用を促進するために、
他の部門およびユニットとの継続的な協力を行いまし
た。 
 
5305 施設管理ディビジョンが運営する「省エネルギー
推進委員会」は、施設規模の拡大やユーザー数が増加し
ている中においても、OIST のエネルギー消費削減に引
き続き取り組みました。また、ラボ 4 および将来の施設

5304 
A 
 
 

5305 
A 
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5306 水の再利用システムの適切な運用管理により、周
辺水域への環境負荷の低減に努めます。また併せて地下
水への影響が無いようにします。 
 
5307 施設整備に伴う各種建設工事においては、濁水プ
ラント施設を設置するなど、赤土流出対策を十分に行い
ます。 
 
5308 生態系の維持や固有生物種の保護に資するよう
キャンパス施設・敷地の管理を行います。 

において、石油の代わりにガスを使って熱源を発生させ
るため二酸化炭素を減らし、経済的にも環境的にも大き
なメリットをもたらす ESP（エナジー・サービス・プロ
バイダー）方式の導入を提案しました。 
 
5306, 5307 2017 年度は大雨や台風の発生にもかかわ
らず、調整池の建設や工事現場の常時点検により、赤土
の海への流れを抑制することができました。メインキャ
ンパスとシーサイドキャンパスで自然に損傷した地形
の維持修復を行いました。また、OIST の排水処理プラ
ントでは、継続して欠陥を防ぐための検査と試験を行
い、最高レベルの処理水の生成に取り組みました。 
 
5308 OIST は環境保護の最前線に立っており、その実
現の為に定期的にキャンパスを監視、検査し、新たな建
設による環境への影響を防止するための措置を提案す
る有能な環境評価コンサルタントとの契約を継続しま
した。新たな建物や道路の建設に際し、自生する動植物
の生態系を守るため、環境への影響を最小限にするよう
慎重に計画を進めました。  

 
 
 
 
 

5306 
A 

 
5307 

A 
 
 
 

5308 
A 

 


